
4 ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法の開発

4.1 第4章 の構成

この章では、ニッケル鉱荷崩れ評価試験法の開発について述べる。

4.2節 では船舶にお ける固体ば ら積み貨物の荷崩れの危険性について概観 し、特に

問題 となる貨物 はニ ッケル鉱であることを明らかにする。

4.3節 では、貨物の剪断抵抗係数や粘着力 といったパ ラメータに基づ く、荷崩れ発

生の可能性 (以下、 「荷崩れ危険性」 と呼ぶ。) の基礎 的な評価法について述べ る。

具 体 的に は、地盤 工学 にお ける斜 面 の安 定性評価 の手 法の、 固体ば ら積 み貨物

(ニ ッケル鉱) の荷崩れ危険性評価への応用について、実験結果を含 めて述べる。

4.4節 では、本研究により現場試験用に新たに開発 した 「ニ ッケル鉱荷崩れ危険性

評価試験法」について述べ る。開発 した評価試験法の仕様 はANNEXCに 示す。

4.5節 では、ニ ッケル鉱の安全運送にお ける注意事項をま とめる。

4.2 荷崩れ防止 と荷崩れの危険がある貨物

4.2.1 荷崩れ を起 こし易い貨物の運送方法

一般のば ら積み船はタンカーに設け られ るよ うな縦通隔壁 を有 してお らず、 ある

程度以上の規模の荷崩れが発 生すれば、船舶 は異常傾斜 を起 こし、場合に よっては

転覆す ることもある。 貨物の流動性 が高 く、荷崩れ を防止す るこ とがで きない場合

は、縦通隔壁 または これに類す る設備 を設 ける、または、穀類 を運搬す る際の よ う

に、船倉内の隙間を無 くすな どの方法で、荷崩れ の際の貨物の重心の移動量 を抑制

し、且つ、十分な復原性 を持 たせ る必要がある。 しか し、縦通隔壁 のあ る船で固体

ば ら積 み貨物 を運送す るのは効率が悪い。 また、鉱石 専用船 といった船を別 とすれ

ば、汎用のば ら積み船 は載貨係数 (Stowage Factor) が1よ り大 きい貨物 (見かけ比

重が1よ り小 さい貨物) でも満載重量まで積載できるよ うに設計 されているため、

船倉に隙間なく貨物 を積み付 けるこ とも、穀類 のよ うに載貨係数が大 きい場合 は別

として、効率が悪い。実 際、船体強度上の問題 がない場合には、一部の船倉を空に

して積載す るalternate loading (隔倉積み) やblock loadingに より、載貨係数が1よ

り小 さい貨物でも、船倉 内に隙間なく積付けることができる。 しか し、船体強度上

の 問題で 、このよ うな積付 を行 えないば ら積 み船 もあ り、また、 こ うした積付 を

行った場合には、使用で きる荷役装置の数が減 る等 の原因による荷役 時間の増大や、

満載重量まで貨物が積載できない といった問題がある。
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4.2.2 荷繰 り方 法

固体 ば ら積 み 貨物 の荷崩 れ を防 止す るた め には 、荷繰 り (Trimming) がな され る。

荷繰 りには 、図4.1に 示 す よ うに、 二通 りの方 法が あ る。 一つ はAで 示 した よ うに、

貨物 のパ イル の ス ロー プの 角度 を小 さ くす る方 法 で、 これ は 、非 粘着 性 物質 に も適

用で きる荷 繰 り方 法で あ る。 も う一 つ はBで 示 した よ うに 、貨物 のパ イル の頂部 を

図4.1 荷 繰 り方 法-1 図4.2 荷繰 り方 法-2

荷繰 りし、スロープの規模 を小 さくす る方法で、粘着性物質のみに適用できる方法

である。 また、いわゆるボ ックス型のば ら積み船 を用いた場合や、特別な装置を用

いた場合は、図4.2に 示すよ うに、貨物のパイルを平坦に荷繰 りできる場合 もある。

荷繰 りには設備や 労力 を要す るため、荷繰 りを行わな くて も荷崩れの危険性がな

い貨物 を運送す る場合には、実施 しない ことも多い。荷繰 りが必要か否か、また、

どの程度の荷繰 りが必要かは、荷送人 か ら船長に提出される貨物資料に記載す るこ

とが義務付け られている。 即 ち、必要 な荷繰 りの程度 を判断するこ とは、荷送人の

責務である。 非粘着性物質については静止角に基づき荷繰 りの程度 を決定すべ き旨

が規定 されている (c. f. 2.4.3) が、多 くの場合、要否 を含む荷繰 りに関す る判断は、

経験によっている。

4.2.3 荷崩れの危険性のある貨物

第1章 で述べた事故の うち、荷の移動に よる17件 の事故の概要 (4) を表4.1に 示す。

表 の欄は左 か ら順 に、載貨重 量、事故の発生年月 日、備考、全損事故 (○で 示 した

もの)、 死者及び行方不明者 の数、事故時の船齢及び船倉の数 である。備考欄には、

貨物 に関す る情報が記載 され てい る。貨物 の種類別 に、事故の件数及び死者及び行

方不明者の数 をまとめると、表4.2の 通 りである。
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表4.1 荷の移 動 によ るば ら積 み船 の事故 の概 要 (MSC 74/INF.10よ り)
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表4.2 貨物別の事故件数及び死者 ・行方不明者の数

表に示 した貨物の うち、材木 ・丸太、コンテナ等、鉄製品 ・ブ リキの荷崩れ は、貨

物の固定 (固縛) が不適切であった と考 えられ る。鉛精鉱 は液状化物質であ り、液

状化 の事故であった可能性 もある。 リン酸二アンモニ ウムは、乾燥状態 では非粘着

性物質であ り、BC Codeに よれば、静止角は30度 、載貨係数 は1.2 m3/tonで ある。

これ らの値は、過去に報告 された例であって、事故を起 こした船舶 に積載 されてい

た貨物の静止角や載貨係数は異 なる可能性がある。2.4.3節 で述べた通 り、静止角 が

30度 の非粘着性物質は 「穀類のよ うに 自由に流動す る貨物」に分類 され、穀類 と同

様の荷崩れ対策を実施 して運送すべきものである。事故 を起 こした船舶に積載 され

ていた貨物 がこ うした性状 の ものであったか否かは不明であるが、一般に、 リン酸

二アンモニ ウムの積付 ・運送には、特別な注意 を払 う必要があると考えられ る。

粒状物質の荷崩れによる5件 の事故の中で、ニ ッケル鉱によるものは3件 を占め、

また、死者 ・行方不明者 も多 く発生 してい る。 よって、荷崩れによるば ら積み船の

事故 の防止を考 える際の対象貨物 としては、ニ ッケル鉱は最 も重要な もの と言 える。

ニ ッケル鉱は露天掘 りされた天然 の土であ り、大 きな塊 をも含む粘土状 の物質であ

る。粘 土状物質 は、一般 に、水分 を多 く含む と勇断強度が低 下 し、荷崩れの危険性

が 高 くな る。 表4.1に は含 まれ てい ないが 、前述 のチ タ ン鉄鉱 (44), (45) (Illmenite

sand/clay) も粘土状物質の荷崩れに よる事故の可能 性がある (c. f. 3.8)。以下、ニ ッ

ケル鉱を主た る対象 として、荷崩れ危険性の評価法について述べ、 さらに、ニ ッケ

ル鉱の安全運送対策について述べる。
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4.3 荷崩れ危険性の基礎的評価法

4.3.1 荷崩れ危険性の基礎的評価法 と斜面の安定性評価法

荷崩れ危険性 を評価するには、基礎 として、貨物の剪断強度 を計測 し、計測 され

た剪断強度 を用いて斜面の安定性解析を実施す る必要がある。地盤 工学にお ける斜

面の安定性の評価 と、 固体 ば ら積み貨物の荷崩れ危険性 の基礎的評価の違いは以下

の通 りである。

(1) 斜面の安定性 を評価する際には、雨水等に起因する浸透流を考慮す る必

要 があるのに対 して、ば ら積み船 の貨物倉は風雨密であ り、荷崩れ危険

性 の評価の観点か らは、航海 中に船倉内に水が侵入す ることは想定 しな

くて良い と考 えられ る。そのため、固体ば ら積みの荷崩れ危険性 の評価

においては、貨物内部へ の水 の浸透 を考慮 しない、即ち、貨物は概ね均

質 と考え、剪断強度等の貨物の物性値は、貨物 内部の場所によらず一定

として扱 う。但 し、積付 時の貨物の水分値は貨物の剪断強度 に影響 を与

えるため、考慮す る。

(2) 土の剪断強度 を計測す る際には、 「乱 さない試料」を採取することが基

本である。一方、固体ば ら積み貨物 は、積み荷役や荷繰 りの結果 として

船倉 内にパイルをなすのであ り、元 々 「乱 された試料 」に相 当す る。

よって、剪断強度の試験においては、試料 を適切 に締 固めて供試体 を形

成す ることになる。

(3) 固体ばら積み貨物の荷崩れの評価においては、船舶の動揺 を考慮す る必

要がある。

(1) の条件 、即 ち、貨物の物性値 が貨物内部の場所によ らず一定 となるためには、荷

役時に貨物 の一部に雨水等が侵入 しないことが前提 となる。4.4.2節 で述べる通 り、

実際の荷役において も、貨物への雨水等の侵入 防止対策 は講 じられ るので、 ここで

は、この条件 を採用す る。

船舶 の動揺に起因す る加 速度 の評価法 としては、液化 ガス運搬船 のタンク設計 (46)

や コンテナの固縛の評価 (47) においては、船体運動の応答 関数及び波浪統計 に基づ き、

加速度の長期予測を行い、十分な安全性を確保するため、例えば20年 の間に出現す

る最大期待値 を求める方法 (48) も用い られ ることもあるが (49)、ばら積み貨物の荷崩れ

の評価 にお ける加速度の想 定については、明確 な基準は無い。加速度の想定 につい

ては、4.3.4.2節 で述べ る。
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4.3.2 剪断強 度計 測法

4.3.2.1 代表 的剪 断強度 計測 法

固体ば ら積み貨物、中でも粘 土状物質は、土 と同様 に、水分に より剪断強度 が変

わる。 よって、積付の際の水分値 に幅がある貨物 については、水分値 との関係 にお

いて剪断強度 を計測す る必要がある。

2.4.3 節で述べた傾斜箱試験 (c. f. A. 4.6.3) も非粘着性物質に対す る剪断強度試験法

の一種 であるが、粘着性物質に も適用 できる剪断強度計測法 には、三軸圧縮試験 と

一面剪断試験がある。

三軸圧縮試験は剪断強度 を計測す る際の基礎的試験法である。一面剪断試験 は、

三軸圧縮試験 よ り簡便である反 面、供試体にお ける剪断の位置が定められてお り、

供試体の中で最 も滑 り易 い部分で剪断を起 こした場合 の力を計測す るものではない

とい う欠点を有す る。

本研 究では、ニ ッケル鉱 を用いて三軸圧縮試験 と一 面剪断試験を実施 し、その結

果 を比較す るこ とによ り、ニ ッケル鉱の剪断強度 を一

面剪断試験 で評価す ることで問題がないかを確認 した。

以 下、それぞれ の試験法につ いて概 説 し、ニ ッケル鉱

を試料 とした場合の試験結果について述べ る。

4.3.2.2 三 軸 圧 縮 試 験

三軸圧縮試験装置 (50)-(52) を図4.3に模式的に示す。供

試体は柔軟なス リーブの 中に形成 され る。容器の 中の

気圧 を調整す る ことによ り、供試体 に作用 させ る拘 束

圧 を調整 した状態 で、供 試体 に上か ら荷重を作用 させ

た際の変位 と荷重 の関係 を計測す る。供試体 の体積 変

化 は、圧力 を作用 させ るための水位 の変化 よ り計測す

る。拘束圧力 と軸方 向の荷重か ら、供試 体に作用す る

応力 を求 め、モールの応 力 円を考慮 して、剪 断強度 を

決 定す る。

図4.3 三軸圧縮試験

装置模式図

4.3.2.3 一 面 剪 断 試 験

一面剪断試験装置を図4.4に 模

図4.4 一面剪断試験装置模式図
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式的に示す。 図に示 した装置を用いた場合は、上か ら直圧力 を作用 させ、剪断箱の

下部 (下箱) を駆動 させた際にの変位及び上箱の拘束 に要す る力 を計測する。 この

他にも、下か ら直圧力 を作用 させ、上箱を駆動する際の下箱の拘束に要する力 を計

測す る 「三笠式」 もある。一面剪断試験には、供試体の体積 を一定に保 ったまま実

施す る定体積剪断試験 もあ るが、本研究にお ける一面剪断試験は、定圧剪断試験 で

あ り、供試体の厚 さ、即 ち体積は計測 しているが制御 していない。

4.3.3 ニッケル鉱に関する三軸圧縮試験 と一面剪断試験の比較

4.3.3.1 試験 結 果の比 較 に用 いた試料

フ ィ リピンのRio Tubaで 積 み 出 され

た ニ ッケル 鉱 を用 い て 、三 軸 圧 縮 試 験

に よ り計 測 した剪 断 強 度 と一 面 剪 断試

験 に よ るそ れ を 比較 した (53)。試 料 の最

大粒 径 は5.6mmと した。粒 径 分布 を図

4.5に 示す 。 試 料 の 固体 比 重 は2.91で

あった。

図4.5 試料の粒径分布

4.3.3.2 三軸 圧縮試 験結 果

水分値 が38.6%及 び43.1%の 試 料 を

用いて三軸圧縮試験 を実施 した。それぞれ の水分値の試料 について、拘束圧σcを 変

化 させ、4回 の試験を実施 した。供試体の直径 は約75mm、 高 さは約150mmで ある。

軸歪み速度は毎分0.5%と した。水分値38.6%の 実験では、試料 を30kPaで タンピ

ングを行 って供試体を形成 したが、水分値43.1%の 試料は、供試体 中に大きな空隙

ができることを防 ぐため、試料 を強制 的に型枠 に押 し込んで供試体 を形成 した。結

果を図4.6及 び図4.7に 示す。
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図4.6 ニ ッケル鉱の三軸圧縮試験結果-1  図4.7 ニ ッケル鉱の三軸圧縮試験結果-2

図の横軸 は軸歪み、縦軸は軸応力、即ち、図4.3で 示 した軸力による応力に拘束圧を

加 えた値である。軸応力は明確なピー クを示 さないため、剪断強度の解析には軸歪

8%に 対応す る軸応力を用いた。また、軸歪8%の 際の供試体の体積に基づき、間隙

比 を求めた。剪断強度の解析結果をそれぞれ図4.8及 び図4.9に 示す。

図4.8 ニ ッケル鉱 の剪 断強 度-1  図4.9 ニ ッケル鉱 の剪断強 度-2

図において、 グラフの傾 きは内部摩擦角 φの正弦であ り、 グラフと縦軸 との交点の

値を内部摩擦角の余弦で割った値が粘着力である。

4.3.3.3 一面剪 断試験 結 果

同 じ試料を用いて、水分値 を変 えて一面剪断試験を実施 した。実験に用いた試験

装置は丸東製作所製S08-A型 である。 この装置は、図4.4に 示 したよ うに、供試体の

上方か ら重錘によ り鉛 直荷重をかけ、上箱の水平移動 を拘束 した状態で下箱を駆動
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す る形式で ある。上箱 と下箱のク リアランスの調整機構 は無 く、摺動面には潤滑油

を塗布す る。重錘 の重量は、治具 を介 して供試体上面に作用す る。剪断箱の内径、

即 ち供試体の直径 は60mmで ある。供試体の高さはスペーサーによ り調整する。以

下の実験では約30mmに 調整 し、剪断面は供試体のほぼ中央にくるように した。下

箱の駆動速度、即 ち剪断速度 は毎分1mmに 調整 した。

水分値33.4%～40.4%の 実験 では、30kPaで タンピングを行 うことによ り供試体

を形成 した。 これ よ り高い水分値の試料では、供試体 中に大きな空 隙ができるこ と

を防 ぐため、試料を強制的に剪断箱に押 し込んで供試体 を形成 した。水分値33.4%

の試料は、剪断変位5～7mmの 時剪断力がピークを示 したため、 この値を抵抗剪断

力 とした。他の実験では、剪 断力は明確 なピー クを示 さなかったため、剪 断変位が8

mmの 時の値 を抵抗剪 断力 とした。 また、抵抗剪断力に対応する体積か ら間隙比 を求

めた。結果を図4.10か ら図4.17に 示す。

図4.10 Rio Tuba Nickel Oreの

一面剪断試験結果-1
図4.11 Rio Tuba Nickel Oreの

一面剪断試験結果-2
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図4.12 Rio Tuba Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果-3

図4.13 Rio Tuba Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果-4

図4.14 Rio Tuba Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -5

図4.15 Rio Tuba Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果-6

図4.16 Rio Tuba Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -7

図4.17 Rio Tuba Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -8
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図の横軸 は直応力 、縦軸は抵抗剪 断応力である。 グラフの傾 きが勇断抵抗係数、即

ち、一面剪断試験 によ り得 られ る内部摩擦係数 であ り、直応力が零 の時の抵抗剪断

応力が粘着力 である。

4.3.3.4 三軸圧縮試験結果 と一面剪断試験結果の比較

三軸圧縮試験 と一面勇断試験で求 めた内部摩擦係数/剪 断抵抗係数及び粘着力 を

水分値 との関係 において図4.18に 示す。図の横軸は水分値、縦軸はそれぞれ内部摩

擦係 数/剪 断抵抗係数及び粘着力であ る。丸で示 した値 は一面剪断試験に基づ く解

析結果、三角で示 したのが三軸圧縮試験 に基づ く解析結果である。 白抜きの記号は

内部摩擦係数/剪 断抵抗係数であ り、塗 りつぶ した記号 は粘着力である。 間隙比は

実験時の平均の間隙比を示 している。

図4.18 Rio Tub Nickel Oreの 水 分 値 と剪 断強度 の関係

図 より、 この試料、即 ち筋分けによ り最大粒径 を調製 したニ ッケル鉱については、

三軸圧縮試験結果 と一面勇断試験結果 は概 ね一致 している と言える。 この ことか ら、

最大粒径 を調製 した一 定程度 の水分を含むニ ッケル鉱 については、一面勇断試験で
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剪 断強度 を計測 して も問題 無い と考 え られ る。

4.3.4 そ の他 のニ ッケル 鉱の水 分値 と剪 断強度 の関係

ニ ッケル 鉱 の水 分 値 と剪 断 強度 の関係 を把握 す るた め 、 さ らに、積 み 出 し港 の異

な るニ ッケル 鉱 を用 い て一 面剪 断試 験 を実施 した (54)-(56)。試料 は、Gebe (イ ン ドネ シ

ア)、Hiatuan (フ ィ リピン) 及 びKarembe (ニ ュー カ レ ドニ ア) か ら 日本 に輸入 さ

れ た もの を用 い た。 最大粒 径 は 、上記 試料 と同様 に、5.6mmに 調 製 した。 試料 の 固

体比 重 はそ れぞ れ2.91、2.79、2.75で あっ た。各 試料 の粒径 分布 を図4.19～図4.21

に 、各試 料 に関す る一面 剪断試 験結 果 を図4.22～図4.45に 示 す。

図4.19 Gebe Nickel Oreの 粒 径 分 布 図4.20 Hnatuan Nickel Oreの 粒 径 分 布

図4.21 Karembe Nickel Oreの 粒 径 分 布
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図4.22 Gebe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -1

図4.23 Gebe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -2

図4.24 Gebe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -3

図4.25 Gebe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -4

図4.26 Gebe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -5

図4.27 Gebe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果-6
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図4.28 Gebe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -7

図4.29 Gebe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -8

図4.30 Hinatuan Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -1

図4.31 Hinatuan Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -2

図4.32 Hinatuan Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -3

図4.33 Hinatuan Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果-4
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図4.34 Hinatuan Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -5

図4.35 Hinatuan Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -6

図4.36 Hinatuan Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -7

図4.37 Hinatuan Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果-8

図4.38 Karembe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -1

図4.39 Karembe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果-2
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図4.40 Karembe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -3

図4.41 Karembe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -4

図4.42 Karembe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -5

図4.43 Karembe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果-6

図4.44 Karembe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -7

図4.45 Karembe Nickel Oreの

一 面 剪 断 試 験 結 果 -8
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Rio Tubaか らのニ ッケル鉱 の場合 と同様 に、剪 断力 が明確 な ピー クを示 さな い場

合は、剪断変位8mmに おける剪断力を抵抗剪断力 とした。各試料 の各水分値におけ

る締 固め方法、抵抗剪断力のピー クの有無及抵抗剪断力を解析 した剪断変位 を表4.3

に示 す。

表4.3 一面剪断試験 における締固め方法、抵抗剪断力及び解析剪断変位

各試料の剪断強度 と水分値の関係 を図4.46～図4.48に 示す。
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図4.46 Gebe Nickel Oreの 剪 断 強 度 図4.47 Hinatuan Nickel Oreの 剪 断 強 度

図4.48 Karembe Nickel Oreの 剪 断 強 度

図4.18、 図4.46、 図4.47及 び 図4.48よ り 、 ニ ッ ケ ル 鉱 の 場 合 、 水 分 値 の 上 昇 と と

もに剪断抵抗係数 は単調に減少 し、粘着力 はある水分値 でピークを示す ことが分 か

る。なお、 これ らの図において、粘着力のピークに対応す る水分値 よ り僅かに低い

水分値 の供試体の粘着力 の計測結果が低い値 を示 してい るのは、前述の通 り、供試

体を形成す る際の締固め方法が異 なることによ り、 これ らの供試体では間隙比が大

きいためである。そのため、図中の グラフは、実際の貨物では水分値が変化 して も

間隙比は急激 に変化 しないであろ うことを考慮 してひいた。以上により、ニ ッケル

鉱 はそ の産地 (積み 出 し港) に よ り粒径 分布 が異 な り (c. f. 図4.19～4.21)、 ま た、

粘着力が ピークを示す水分値 も様 々であることが確認できた。
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4.3.5 荷崩れ危険性の数値解析

4.3.5.1 解 析 方 法

一面剪断試験等により得 られた剪断強度に基づき、荷崩れ危険性を判定するには、

地盤 工学における斜面の安定性解析に倣 って、貨物のパイル のス ロープの安定性を

解 析 す れ ば 良 い (50), (57)。

粒状物質の内部摩擦について、図4.49に 示す よ う

に クー ロン則 が成 り立 つ と仮 定す る。 粘 着力c、 内

部摩擦角 (剪断抵抗角) φ、剪断面に対する圧縮直

応 力σN及 び抵抗 剪断応 力τRの関係 は (4.1) 式 の通 り。

(4.1)

但 し、σNは有効直応力である。間隙圧が無視できる

場合は全応力に一致する。

計算は全て二次元で行った。

船倉 の横断面上で、図4.50の よ うに積付 け

られた貨物のパイル に一定の加速度 が作用 し

た場合 を考 える。 ここで、加速度 は重力加速

度 を含 む。荷崩れはある特定の連続 した線 、

いわゆ る滑 り線に沿って起 こる。滑 り線の形

状は、過去 の経験か ら粘着性物質につ いては

円弧を用 いることが適 当 とされているため、

円弧 と仮定す る。一つの滑 り線を仮 定 し、その線上において圧縮直応力 σNか ら求め

た抵抗剪断応力 τRを積分 し、円弧の半径 をかけたものを抵抗モーメン トMRと す る。

また、剪断応力 τについて同様 の計算 をしたものを滑 りモーメン トMOと す る。仮定

した滑 り線に対す る安全率Fは (4.2) 式で定義できる。

図4.50 積付形状と滑 り線

(4.2)

多 くの滑 り線 について安全率Fを 計算 し、最小値

を臨界安全率Fc、 対応す る滑 り線を臨界滑 り線 と

すれ ば、臨界安全率に より荷崩れ危険性 が評価で

きる。滑 り線上の剪断応力 τ及び抵抗剪断応力 τR

を求める方法ついては これ まで に多 くの研究 がな

図4.51 要素分割及び応力計算
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されて い るが (58)、本研 究 では、地盤 工学 で広 く用い られ て きたFellenius法 (ス

ウェーデ ン法) を用いた。 この方法では、図4.51の ように、滑 り線上の貨物のパイ

ルを加速度の方 向に沿って幾っかの要素に分割 し、各要素には、その要素の質量に

応 じて加速度による力が作用 し、その力は要素の下線で受け持たれ ると仮定 して、

滑 り線上の圧縮直応力 σNと 剪断応力 τを求 める。また、抵抗剪断応力 τRは (4.1) 式よ

り求 められるため、滑 り線に対す る安全率が得 られ る。

荷崩れが船倉側壁 を横切るよ うな線上で発生することは考え難 い。 また、4.3.1節

で述べ た通 り、本研 究では、貨物の物性値 は場所によ らない と仮定 したため、滑 り

線上の貨物のパイルの形が相似であれ ば、滑 り線 上の貨物の質量が大きいほ ど粘着

力の影響が小 さくな り、この計算法では安全率が小 さくなる。 よって、臨界滑 り線

は貨物のパイルのス ロープの下端 を通 ると考 えられ るため、臨界安全率 を求めるに

は、図4.50の よ うに、 こうした滑 り線についてのみ計算を行えば良い。

地盤工学では、Fellenius法 で解析 を実施 した場合 については、ダム等の重要な構

造物については臨界安全率1.5、 斜面、盛土等では臨界安全率1.3が 基準 とされ、臨

界安全率1.2未 満 は安定に疑問があるとされている (59)。

本研究において開発 したニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法は、ニ ッケル鉱に荷

崩れの危 険性があ る場合に これ を指摘することを 目的 としてお り、必ず しも、十分

な安全性 (剪断強度) を有す る貨物 のみを選別す ることを 目的 としていない。その

ため、過大 な安全余裕 を見込む ことは、避 ける必要がある。 この ことを考慮 して、

固体ば ら積み貨物 の場合は、恒久的に利用 され る構造物 の設計 とは異なるため、臨

界安全率1.2を 荷崩れ危険性 の判定基準 とす る (53)。なお、貨物の頂部を平坦 に荷繰

りした場合、即 ち図4.1のBの よ うに荷繰 りした場合 についても、臨界安全率は同

様の方法で計算できる。

4.3.5.2 ニ ッケル鉱の荷崩れ危険性の数値解析

4.3.5.1節 で述べた通 り、荷崩れ危険性の数値解析 を行 うには、以下のパ ラメー タ

を決定す る必要がある。

(1) 貨物の見かけ密度

(2) 貨物のパイルの形状、寸法

(3) 想定する加速度

以下、図4.18及 び図4.46～図4.48に 示 した各ニ ッケル鉱の剪断強度、即 ち剪断抵
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抗係数 と粘着力 を用いて、荷崩れ の数値解析 を行 った結果について述べ る。 貨物は

荷繰 り した と仮 定 して、 図4.52に 示す 形状 とした。

貨物 頂部 の平 坦部 の 幅は13m、 ス ロー プ の幅 は7

mと した。 ス ロー プの高 さは3～5m程 度 と考 え ら

れ るため 、 ここで は4mと した。

4.3.1節 で述 べ た通 り、船舶 の貨物 に作用 す る加速

度 の設 定 方 法 につ いて は 、 これ ま で に多 くの研 究 が

な され て い る。 一 方 、2.4.3節 で 述 べ た 通 り、BC

Codeの 荷繰 り基 準で は、加 速度 と して は30度 の静

的な横 傾斜 を想 定 して い る と考 え られ る。 これ らを

考慮 して、また、荷崩れの危険性がある場合にこれを指摘す るとの 目的勘案すれば

想定す る加速度 (船体運動) は運航中の船舶 の状況 との対応が容易 に理解できるこ

とが望ま しいこともあ り、ここでは、簡単のため、BC Codeの 荷繰 り基準の考え方

に倣 って30度 の静的横傾斜 を想定 した。

船体運動 と荷崩れの関係について言えば、荷崩れに とって問題 となる主たる船体

運動 は横揺れであ り、単純な横揺れを考 えれ ば、横傾斜角が最大の時には回転角速

度は零 とな ることか ら、荷崩れの評価 においては、回転角速度の影響を考慮す る必

要は無い と言える。回転角加速度 は、横揺れ角度が最大の時に最大 とな り、回転角

加速度 によ り貨物各部に作用す る体積力は、船舶の回転 中心 との位置関係に も依存

する。荷崩れに大 きな影響 を及ぼすのは、図4.52のy軸 方向の力であ り、回転角加

速度に起因す るy軸 方向の力は、z軸 方 向の位置によ り異なる。図4.52の ように船舶

が傾斜 した場合 は、船舶の回転角加速度は半時計回 りの方向であ り、船舶の回転中

心よ り低い位置、即ちz座 標 が小 さい位置では、回転角加速度 によるy軸 方 向の体

積力 の慣性力 は正の向き、即 ち荷崩れ を抑制す る向きに作用する。 コンテナの固縛

に関す る各種の基準について調査 した結果 (60) によれば、船舶の回転 中心のz座 標は、

Lloyd Resister of Shipping (LRS: 英国の船級協会) の基準では船舶の型深 さの半分ま

たは喫水の大きい方の値 を、American Bureau of Shipping (ABS: 米 国の船級協会)

の基準では船舶の型深 さの半分 と喫水の平均値 を用い ることとされてい る。即ち、

船舶の回転 中心のz座 標 は、船舶の型深 さの半分か ら喫水程度 に想定 されていると

言える。一方、ばら積み船 の船倉 は、通常、載貨係数1.39～1.67m3/ton程 度の貨物

を積載 できるように設計 されてお り (8)、ニッケル鉱の載貨係数は0.6m3/ton程 度であ
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ることか ら、ニ ッケル鉱の平均的積付深 さは船倉の深 さの40%程 度になる と考え ら

れ る。 このこ とか ら、ニ ッケル鉱 の貨物のパイル内の滑 り線上の各点のz座 標は、

二重底の深 さを考慮 しても、船舶 の回転 中心のz座 標 よ りさほど大き くはない と考

えられ る。 よって、ニ ッケル鉱 の荷崩れ評価 においては、甲板上コンテナの固定の

評価 の場合等 とは異な り、横揺れの回転角加速度は支配的なパ ラメータではない と

考え られ る。但 し、臨界安全 率の計算 において回転角加 速度の影響 を正 しく考慮す

るには、有限要素法によって貨物 内部 の応力分布 を求 め、これを滑 り線 に沿って積

分す ることによ り安全率を求 める方法 (57)、いわゆる弾塑性解析 を実施す る必要があ

り、今後の課題 である。実際の船舶の運動は複雑 であ り、4.3.1節 で述べた通 り、液

化ガス運搬船のタンク設計 (46) やコンテナの固縛の評価 (47) においては、船体運動の応

答関数及び波浪統計に基づき、加速度 の長期予測を行い、例 えば20年 の間に出現す

る最大期待値 を求める方法 (48) が用い られ ることもある (49)。このように してy軸 方向

及びz軸 方向の設計加速度 を決定 した上で、本研究で用いた荷崩れ数値解析法を用

いる場合は、加 速度 の方向に沿 って貨物の要素分割 を行 った上で、重力加速度 よ り

大きい加速度が作用す るとして計算を行 う必要がある。加速度設定の高度化 も今後

の課題である。

船舶の貨物は、4.3.1節 で述べた通 り、 「乱 された試料」に相当 し、締固めの程度

によ り見かけの密度 は異な る。実際の運送を考慮すれば、ニ ッケル鉱の載貨係数 は

0.6m3/ton程 度 と言われてい るが、詳細なデータがなく、また、剪断強度の計測では、

締 固め方法 は規定 してい るが、見かけ密度 (間隙比) を所定の値に合わせ るよ うに

調製 していない。 そのため、貨物の見かけ密度は、剪断強度 と対応 させるこ ととし、

剪断強度試験時の試料の見かけ密度 に基づき決定す る。一面剪断試験及び三軸圧縮

試験におけるRio Tuba、Gebe、Hinatuan及 びKarembeか ら積み出された試料による

供試体の単位体積重量を図4.53～図4.56に 示す。図において、白丸は各試料の各水

分値 における試験 時の平均 の単位体積重量を意 味す る。 ここでは、各図のグラフで

示 した単位体積重量 を貨物 の見かけの密度 として、荷崩れの数値解析 を行 った。前

述の通 り、水分値 が大 きくなると密度が急激に上昇するのは締 固め方法の違いによ

るものであ り、 これ らの図は、実際の貨物の見かけの密度 と水分値 の関係 を代表す

るものではない。解析によ り得 られた水分値 と臨界安全率の関係 を図4.57～図4.60

に示す。
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図4.53 Rio Tuba Nickei Oreの

見か けの単 位体積 重量

図4.54 Gebe Nickd Oreの

見 か けの単位 体積 重量

図4.55 Hinatuan Nickei Oreの

見 か けの単位 体積 重量

図4.56 Karembe Nickei Oreの

見 か けの単位 体積重 量

図4.57 Rio Tuba Nickei Oreの

水分 値 と荷崩れ 危 険性の 関係

図4.58 Gebe Nickel Oreの

水分値 と荷 崩れ危 険性 の関係
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図4.59 Hinatuan Nickei Oreの

水 分値 と荷 崩れ危 険性 の関係

図4.60 Karembe Nickei Oreの

水 分値 と荷崩れ 危 険性 の 関係

図4.57～図4.60の 横軸は水分値、縦軸は臨界安全率である。図よ り、水分値が粘

着力の ピー クに対応する値 を超 えると臨界安全率は急激に低 下する、即 ち、荷崩れ

危険性が増す ことが分かる。 グラフが臨界安全率1.2の 線 と交わる点の水分値は、そ

れぞれ42.3%、34.7%、30.1%及 び28.5%で ある。荷崩れ防止の観 点か らは、それ

ぞれのニ ッケル鉱 は、 この試料の水分値 に対応す る水分値を超える と荷崩れの危険

があると考え られ る。

4.3.6 荷崩れ危険性の基礎的評価法の問題点

前述の評価法をニ ッケル鉱の運送実務で用いるには以下の問題がある。

(1) 運送実務 では、貨物の価値 を把握するため、篩分 けを行わない状態で水

分値 を計測するのに対 して、荷崩れ危険性 があると判断 される前述の水

分値 は最大粒径 を5.6mmと した場合の値である。水分値 は試料の最大

粒径に より異なるため、前述の値は、貨物 申請資料にある水分値には対

応 しない。

(2) 同一の港か ら積み出 されるニ ッケル鉱であって も性状は様々であ り、荷

崩れ危 険性の判定のためのクライテ リアは、頻繁に決定す る必要がある。

一方、 試料の水分値 を変えて一面剪断試験 を実施するには、最低でも数

日を要する。 よって、荷崩れ危険性 の基礎的評価法は実務的ではない。

こうした問題点に対処す るため、以下に述べ るニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価法を開

発 した。

さて、荷崩れ危険性の基礎 的評価法では、剪断強度の試験 (三軸圧縮試験及び一
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面剪断試験) の際に貨物 (元の試料) か ら除去 した粒子 が、貨物の荷崩れの危険性

に及 ぼす影響を考慮 してない。4.2.3節 において、ニ ッケル鉱は露天掘 りされた天然

の土であ り、大 きな塊 をも含む粘土状の物質である と述べたが、別の表現を用いれ

ば、ニッケル鉱 は粘 土の中に一定程度の塊 (石) が混入 した もの とも言 える。ニ ッ

ケル鉱 に含 まれる塊の最大粒径は一般 に200mm程 度 である。実際、拳大の粒子や幼

児の頭程度の大 きさの粒子 も一定程度含まれ、 こ うした粒子が 占める割合はニ ッケ

ル鉱 の種類 (産地等による差異) によ り異なる。 そ して、大 きい粒子が含まれ るこ

とは、含 まれない場合 と比較 して、荷崩れを起 こ り難 くす る効果 がある と考 えられ

る。 こうした大きな粒子の影響 をも含 めて荷崩れの危険性 を評価す るには、最大粒

径を調製 しない試料を用いて剪断試験 を行 うこ とが考 えられ るが、試料 の最大粒径

を200mmと して一 面剪断試験 を行 うには、供試体の厚 さは800mm以 上 とする必要

があ り、また、供試体の直径 は少な くとも厚 さの2倍 以上 とす る必要があるため、

最大粒径 を調製 しない試料 を用 いて一面剪断試験を行 うことは容易ではない。一方、

ニ ッケル鉱のパイルの斜面の規模 は船の半幅のオーダーであ り、また、大角度 の横

揺れ等の船体運動 の周期 は、少な くとも数秒以上である。即 ち、船体動揺の加速度

は、地盤 工学における斜面 の安定性評価 の一つの重要な要素である地震時の加速度

と比較すれ ば、周期が長いと言 える。 さらに、4.4節 で述べ る通 り、一面剪断試験の

際に除去 した試料 (粒径6.7mm以 上) は、最大粒径 を100mmと した場合、乾燥重

量ベースで、最大45% (図4.63参 照、Boakaineの 場合) であ り、最大粒径100mm

以上の粒子 は少ないこ とか ら、少 な くとも元の試料の半分程度 は、一面試験試験 の

際の試料 に含まれてい ると言 える。以上を考慮すれば、剪断強度試験の際に除去 さ

れた粒 子の荷崩れ防止への寄与 を無視 して荷崩れ危険性 の評価 を行 うことは、安全

側で あ り、今後 よ り安全余裕 を減 らせ る可能性 を残 してはい るものの、不適切では

ない考 える。剪断強度試験の際に除去 され た粒子の影響を荷崩れ危険性の評価に取

り入れることは今後の課題 である。
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4.4 ニ ッケル 鉱荷 崩れ危 険性 評価試 験法 の 開発 (62),(63)

4.4.1 ニッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法の必要性及び位置付け

粘着性物質であるニッケル鉱は、図4.18及 び図4.46～図4.48に 示 した通 り、水分

値 が一定の値 を超 える と勇断強度が著 しく低下 し、荷崩れ危険性が急激 に高まる。

1998年8月26日 夜、南大東島の南南西約150キ ロの海上で、イン ドネシアのGebe

島でニ ッケル鉱 を積載 し、我が 国へ 向けて航行 していたパナマ船籍 のば ら積 み船

シープロスペ ク ト号が転覆 ・沈没 した。 この事故により乗組員21名 の うち、11名 は

救助 されたが、10名 が行方不 明となった (同年8月27日 付琉球新報 よ り。c. f.表

4.1)。 事故原 因の一つは、貨物 の荷崩れであると推定 されてい る。また、ニ ッケル

鉱運送中のばら積み船 の異常傾斜事例も複数報告 されてい る。

この貨物 を安全 にば ら積み運 送す るためには、荷崩れ危険性 を評価 した うえで、

水 分値 の上限等安全 限界 を設定す る必要が ある。 しか し、ニ ッケル鉱 の荷崩れは

繰 り返 し荷 重が作用 した際の間隙圧の上昇に よる液 状化 とは異 なる現象 であるた

め、液状化物 質に対す る運送許容水分値決定法 は適用で きない。

安全運送のため水分値の上限を決定するには、4.3節 で述べた通 り、基本 的には水

分値 を変えて貨物の勇断強度 を計測 し、得 られた剪断強度 を用いて、想定 され る積

付条件について荷崩れ危険性 を評価すれば良い。 これ により、剪断強度計測用 の試

料 に対 す る水分値の上 限 (以下、 「水分値 の一次 クライテ リア」 と呼ぶ。) は得

られ る。 しか し、一面剪断試験や三軸圧縮試験は荷役現場において実施す るには適

さず、また、少な くとも数 日の期間を要す ることか ら、荷役 現場で用い ることがで

きる簡便な試験法の開発が求 め られた。そのため、粘着性ば ら積み物質であるニ ッ

ケル鉱の荷崩れ危険性 を評価す るための現場試験法 (以下、 「ニッケル鉱荷崩れ危

険性評価試験法」 と呼ぶ。) を開発 した。

陸上では、地盤 の強度 を簡便 に評価す る方法 として静的機 械式 円錐貫入試験 (30)

(ポータブル コーン貫入試験。以下、単に 「円錐貫入試験」 と呼ぶ。) が行われ る。

ニ ッケル鉱 の荷崩れ危険性 を評価す るに も、基本 的には同様の方法を用いることに

し、試料 の調製方法等試験手順や荷崩れ危険性 の評価基準 を決定するための研究を

実施 した。

円錐貫入試験は、粘性土や腐植 土などの軟弱地盤 を対象 とす るもので、試験によ

り得 られる円錐貫入抵抗 (あ る深 さにおいて円錐 を土中に貫入 させるのに要する力

の最大値 を円錐の底面積 で割 った値) は、 剪断強度 として無視で きるほど内部摩擦
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係数 が小 さい土の粘着力 と良い相 関を示す ことが知 られている (29),(30)。これに対 して

ニ ッケル鉱荷崩 れ危険性評価試験法は、本来であれば、見かけ密度、内部摩擦係数

(剪断抵抗係数)、 粘着力の三つのパ ラメータで評価すべき荷崩れ危険性を、円錐

貫入力 (試料に円錐 を貫入 させ るのに要す る力) とい う一つのパ ラメータで評価 し

よ うとす る もの で ある。

試 験法の開発 においては、ニ ッケル鉱の種類 (産地等 による差異) に よらない荷

崩れ危険性 の判定基準 を決定す ることが必要である。 ニ ッケル鉱 の種類 によらない

判定基準が決まれば、試料の水分値 を変化 させ て試験を実施す ることに より、航海

中に荷崩れ を起 こす可能性のあ る水分値 の限界を求めることもで きる。 こうした水

分値 の限界値がニ ッケル鉱の種類 によ り異なるのは、4.3節 で述べた通 りである。一

方、荷崩れ の直接 の原 因は剪断強度の低下であ り、水分値の上昇は剪断強度低 下の

原因 と位置付け られ る。 そのため、評価指標 として剪断強度 の代表値の一つである

円錐貫入力 を用いれば、ニ ッケル鉱の種類に よらないクライテ リアを設定で きる可

能性がある。以下、円錐貫入試験 に基づ く剪断強度の代表値 を 「代表 円錐貫入力」

と呼び、代表円錐貫入力に基づ く荷崩れ危険性 の評価基準を 「代表 円錐貫入力のク

ライテ リア」 と呼ぶ。

研究にお いては、具体的には、 「荷役現場で容易に実施できる剪断強度評価試験

法」 を規 定 し、ニ ッケル鉱 の種類 によらない 「代表円錐貫入力の クライテ リア」 を

設定 した。

4.4.2 ニ ッケル 鉱の運 送 ・積荷 役状 況

ニ ッケル鉱 は、 フィ リピン、

イ ン ドネ シア、ニ ューカ レ ドニ

アか ら我 が国に、毎年合計約400

万 トン輸入 され てい る。2000年

初頭 にお ける主 な積 み 出 し港 を

表4.4に 示す。

主 と して用 い られてい る船舶

は、載 貨重量 二万 トンか ら四万

トン級 のば ら積 み船である。そのため、年 間百数十航海 、ニ ッケル鉱 を積載 したば

ら積み船 が我が国に入港 している。

表4.4 ニ ッケル鉱の主要積み出 し港
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ニッケル鉱の積付の多 くは、写真4.1に 示す通 り、バージと船の グラブによる沖荷

役で行われ る。即 ち、多 くの場合、岸壁で艀 に貨物 を積 み、曳船で艀 をば ら積み船

の近 くに配置 し、船のグラブで艀か ら船倉に貨物を入れ る。そのた め、船 としては、

荷役用のグラブを有す るものが一般に用い られ、荷役の最終段階では、写真4.2に 示

す ように、船 のグラブを用いて荷繰 りが行われ る。多 くのニ ッケル鉱 につ いて行わ

れ る船 のグラブを用い た荷繰 りでは、甲板 の下 (ハ ッチ開 口部の下以外 の場所)

の貨物 を平坦 に均す ことがで きず 、写真4.3に 示す ように、貨物のパイルには斜

面 が残 る。

写真4.1 ニ ッケル鉱の積荷役 (船のグラブによる沖荷役)

写真4.2 船のグラブによる荷繰 り (最終段階)
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写真4.3 船倉内のニッケル鉱のパイルの斜面 (荷繰 り後)

本研 究で開発 した試験法 における荷崩れ危険性判定のためのクライテ リアは、荷

繰 りの実施 を前提 とした ものであ り、例 えこの試験に より 「運送に適 さない貨物で

は無い (剪断強度 が不足 した貨物では無い)」 と判定 された場合であっても、荷繰

りが不十分 であれ ば、荷崩れ の危険性 がある と言え る。 また、運送 しよ うとす る

ニ ッケル鉱が、た とえ貯鉱 場において充分な剪断強度 を有 していた として も、荷役

中に貨物の水分が増加 して剪断強度が低下すれば、荷崩れを起 こす危険性がある。

そのた め、荷役 中には貨物の水分

が増加 しない よう措置す る必要が

ある。

バージを用いた沖荷役を例に と

れ ば、具体的には、降雨の際には

荷役 を中止 し、船倉 のハ ッチを閉

めるとともに、バー ジ上の貨物にはカバー を掛ける等の対策 を取る ことが肝要であ

る。 また、バー ジ運送中に貨物 に海水が侵入す るのを防ぐことも重要であ り、特 に、

図4.61に 示す平型バージを用い る場合 は、充分 に静穏な海象下において荷役 を行 う

ことが重要である。 なお、写真4.1の バージは、箱形である。

以上 をま とめる と、 ニ ッケル鉱 の安全運送 のためには、以下の対策 が必 要 と言

える。

(1) 本研 究で開発 した試験法 に基づ く貨物の剪断強度 (水分値) の評価

(2) 荷役 中にお ける貨物へ の水 の侵入の防止

図4.61 バ ー ジ上 への 貨物の積 載
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(2-1) 雨 中荷役 の禁止

(2-2) バー ジ上の貨物への海水 打ち込み の防止

(3) 充分 な荷繰 り

貨物への雨水等の侵 入防止対策 は、実際の荷役 時に も実施 され る。そ のた め、

本研究 では、4.3.1節 で述 べた通 り、貨物 の物性値 が貨物 内部 の場所 に よらず一

定 として荷崩 れの数値解析 を行 う。

4.4.3 ニッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法に関する研究 の概要

試 験法の開発におけ る主な課題 は、試 験法の仕様 の決 定、代表 円錐貫入力の ク

ライテ リアの設定及 び試験法マ ニュアルの整備 であ る。

試 験法の仕様 を決 定す る際の課題 の一つは、まず 、篩分 けの必要性 を明にす る

ことであ る。篩分 けの必 要性 については4.45節 で述べ る。篩分 けを行 った試料

を用 いての試験 法の開発 では、装置の仕様 を決 定す るとともに、試験の繰 り返 し

回数及 び代表値 (代表 円錐貫入 力) の取 り方 を決 定 した。 また、試験法マニ ュア

ル の推敲 に際 しては、ば ら積 み貨物に関す る試験 に馴染み の無い方 々にマニ ュア

ル案 に基づ いて試験 を実施 していただいた。

代表 円錐貫入力 のクライテ リアの設定 について、以下の事項 を実施 した。

(1) 試料 の粒径分布等基礎的特性 を把握

(2) 試料 の水分値 と剪断強度の関係 の計測

(3) 荷崩 れ が危 険 とな る剪 断強度試験 用試料 の水 分値 (水分値 の一次 ク

ライテ リア) の解析

(4) 水分値 の一 次 ク ライテ リアの ニ ッケル鉱 荷崩れ危 険性評価試 験用試

料の水分値 (以下、 「荷崩 れ限界水分値」 と呼ぶ。) への換算

(5) 水分値 と代表 円錐貫入力の関係 の評価

(6) 各試料の荷崩れ限界水分値 に対応す る代表 円錐貫入力の把握

(7) 代表 円錐貫入力の クライテ リアを決 定

ニ ッケル鉱 荷崩れ危 険性 評価試 験法の 開発の流れ を図4.62に 示す。 また、本

研究 によ り開発 された試験法のマニ ュアル をANNEXCに 示す。
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図4.62 ニ ッケル鉱荷 崩れ危険性評価試験法開発の流れ

開発 した試験法 は、以 下の三つのステ ップで構成 され る。

(1) 試料か ら19mm以 上 の粒子 を取 り除 く。

(2) 所定の締 固め手順 に基づ き、試料 を試験容器 に挿入す る。

(3) 容器 内の試 料 に 円錐 を下 向きに貫入 させ、 その際の反力 の最大値 を

計測す る。

試験 回数 、荷崩れ危 険性 の判 定方法 については後述 する。
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4.4.4 試 験 法 開発 に用 い た試 料

4.3章 で 述 べ た 試 料 とは別 に 、5種 類 の

ニ ッケ ル 鉱 を試 料 と して 用 い た 。 以 下 、 そ

れ ぞ れ の試 料 を 単 に 積 み 出 し港 の 名 前 を

取 っ て 、Gebe, Tontouta, Rio Tuba,

Pomalaa, Boakaineと 呼 ぶ 。 各 積 み 出 し港

と国 の 関係 につ い て は、 表4.4を 参 照 され

たい。各試料 の固体比重 を表4.5に 示す。最大粒径 を100mmと した場合の各試

料 の粒径分布 を図4.63に 示す。

表4.5 試料の固体比重

図4.63 各試料の粒径分布 (最 大粒径100mm)

図よ り、ニ ッケル鉱は0.075mm以 下、即ち粘 土に分類 され る粒 子 を多 く含 むこ

とが分 かる。 また、一面剪断試験時の最大粒径6.7mm以 下の試 料の通過 重量百

分率 は、最 も低いBoakaineの 場合55.4%で あった。 なお 、以下の実験において、

最大粒径100mmの 試料の水分値 は、大平洋金 属株式会社、株式会社 日向製錬所

及び 日本冶金 工業株式会社 に計測 していただいた。試料 を取 り分 ける際には、写
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真4.4に 示す よ うに、正 しく縮分 を行 った。縮分 とは、偏 りが無いように試料の一

部 を抽 出するため、地盤 工学において一般的に用い られる方法で、図4.64に 示すよ

うに、試料 を薄 く広げた上 で適 当な数の山に分割 し、試料を取 り分けるものである。

地盤 工学 では、 こうした試料の抽 出方法を用いることによ り、抽出 した試料の粒径

分布や水分値の偏 りを防いでい る。

写真4.4 縮分の様子

図4.64 縮 分

4.4.5 篩分 けの必 要性 に関する調査 ・検討

4.4.5.1 調査・ 検討の概 要

何 トンもの ニ ッケル鉱 のパイル に登 って円錐 貫入試験 を実施す ることに よ り、

パイル全体 を一つ の試料 として荷崩れ の危 険性 を評価 できれ ば、大量の貨物を試

料 として用い る ことになるため、代表試料 の抽 出の問題 を回避 できる可能性 があ

る。一方、ニ ッケル鉱荷崩れ危 険性評価試験法 は、ニ ッケル鉱の種類 に よらず 、

即 ち、粒径分布そ の他 の鉱石 の性状 に よらず に適用 できな けれ ばな らない。 よっ

て 、ニ ッケル鉱 のパイル 上での円錐 貫入試験 を荷崩れ危険性評価 試験法 として採

用 できるか否 かは、複数 回の円錐 貫入試験 によ り得 られ る最大 円錐貫入力のデ ー

タを適切 に処理す るこ とに より、即 ち、代表 円錐貫入力 を適切 に定義す ることに

よ り、試料 によ らない代表 円錐貫入 力のク ライ テ リアを設 定で きるか否かに よる

と言 える。 そのた め、Pomalaa鉱 及 びBoakaine鉱 について、ニ ッケル鉱 の揚荷

役現場 で、写真4.5に 示す よ うに数 トンの試料を用意 し、適宜水 を加 えるととも

にシ ョベルカー等 を用 いて撹拌 す る ことによ り水分値 を調製 しつつ、写真4.6に

示す よ うに試料 のパイル 上で繰 り返 し円錐 貫入試験 を実施 し、貨物のパイル上で

の評価試験方法の 開発 の可能性について調査 ・検討 した。
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写真4.5 現場実験

写 真4.6 現 場 円錐貫 入試 験

基 本 的 に は 、試 料 のパ イ ル 上 で の 円錐 貫入 試 験 結 果 に基 づ き 、別 途 決 定 され る

水 分 値 の上 限 に対 応 す る最 大 円 錐 貫入 力 の代 表 値 を 求 め、 試 料 に よ らな い クラ イ

テ リア が 設 定 で き る か否 か を検 討 す れ ば 良 い。 しか し、Boakaine鉱 は 試 料 の水

分 値 が最 初 か ら高 か っ たた め 、試 験 した水 分 値 の 範 囲 は22%(c. f. 表4.7) 以 上

で あ っ たの に対 して 、 後 述 の 方 法 で 最 大粒 径100mmの 試 料 にお け る水 分値 の 上

限 を求 め る と21.2%で あ っ た (c. f. 4.4.8.4)。 即 ち 、Boakaine鉱 につ いて は、 水

分値 の 上 限 に 対応 す る 円錐 貫 入 試 験 結 果 は得 られ な か っ た。

その た め、揚荷 役現 場 にお いて 、水 分 を含 ん

だ ままの試 料 を強制 的 に篩 を押 し通 す こ とに

よ り最大粒径 を19mmに 調製 した試料 を作成

し、容 器 を用 いず に試 料 を塊 に して供 試 体 を

形成 しての円錐貫入試験 (写真4.7参 照) の結

果 と、篩 分 けを行 わず に試 料 のパイ ル上 で実

施 した 円錐 貫入試 験 の 関係 に基 づ き、篩 分 け

の必要性 を判断 した。 その 結果 、試 料 に よ り

篩 分 け を行 わ ない場合 と行 った場合 の最 大 円

錐 貫入 力の 代表値 の関係 が異 な るこ とが 分か

り、篩 分 けが必 要 と判 断 した ので、 以下 に述 写其4.7 最 大粒径19mm試 料 の

円錐 貫入 試験 (容 器無

し。実験室試 験)
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べ る。

一方、 揚荷役現場 にお ける試験の ため各精錬所 を訪問 した結果、 例 えば貨物 の

水分値 を計測す る際には、貨物40,000tonに 対 して15kgの 試料 を800箇 所 か ら

採 取 し約0.03%の 精度 を得 る等 、貨物 全体の性質 を代表 させ るための試 料 の抽

出方法について は、荷送人及び荷受 け人 が多 くの知見 を有す ることが分 かった。

そ のた め、試 料 の抽 出に関す る判 断 は荷 送人及 び荷受 け人 に委 ね るこ とと し、

ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法の 開発 においては検討 の対象 とは しなかった。

4.4.5.2 篩分 けを行わ ない円錐貫入試験結果

試 料 と してはPomalaa鉱 及 びBoakaine鉱 を用いた。実験では、約3ト ンの試

料 を用意 し、最初 に最大粒径 を100mmと して水分値 を計測す るとともに、試料

の採 取 量及 び 試料 へ の加 水 量 を管 理 し、ま た、 最後 に も水 分値 を計測 した。

Pomalaa鉱 及 びBoakaine鉱 の試料重量及び水分値 を表4.6及 び表4.7に 示す。表

において、太字 で示 した数字 は実測値 、斜体で示 した数字 は計算値で ある。

表4.6 Pomalaa鉱 の試料重量及び水分値 (D<100mm)
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表4.7 Boakaine鉱 の試 料 重量及 び水 分値 (D<100mm)

以下、試料 の水分値は、表の右の欄 に示 した平均水分値 で代表 させ るこ ととす る。

篩分 けを行 わず に試 料 のパイル に登 って円錐貫入試験 を実施 した。 円錐貫入試

験 にお ける円錐貫入速度及 び深 さは、後 に述べ るニ ッケル鉱荷崩れ危 険性評価試

験法 と同 じで、それぞれ毎秒約1cm、 約15cmと した。試験 において使用 した

装置 の円錐貫入力 の測定範 囲が500Nで あったため、円錐貫入力が500Nを 超

えた もの は "over" として記録 した。試料調製 の際にはシ ョベル等に よる締 固めを

行 わず 、円錐貫入試験 を実施す る箇所 について、質量10kg、 底 面の直径10cm

の鋼製 の円筒 (把手付 き) を同一地 点に高 さ約30cmか ら10回 落 とす こ とに よ

り締 固めを実施 した。 円錐貫入試験 は、各試 料各水分値 について30回 実施 した。

試験結果 を表4.8及 び表4.9に 示 す。表 に示 した最大 円錐貫入力 は、小 さい ほ う

か ら順 に並べ た ものであ る。
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表4.8 Pomalaa試 験 結 果 表4.9 Boakaine試 験 結 果

表 に示 したデ ー タ の代 表 値 と して は、 最 小値 を用 い る方 法及 び 小 さい 方 の デ ー

タ の 平 均 値 を用 い る方 法 が 考 え られ る。30デ ー タ の うち、 最 小 値 及 び 小 さい 方

か ら3 (全 デ ー タ の1/10)、6 (1/5)、10 (1/3)、15 (1/2) デ ー タ の平 均値 を表4.10に

示 す 。

表4.10 最大円錐貫入力の代表値の例 (単位: N)
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4.4.5.3 最 大粒径 を19mmに 調製 した円錐 貫入試験結果

揚荷役 現場 にお け る試験 にお いては、 その場 で試料 を抽 出 し、最大粒径 が19

mmと な るよ うに篩分 けを行 い、容器 を用いず に、円筒形 の供試体 を形成 し、円

錐貫入試験 を実施 した。供試体 は、篩 分け した試料 を手 で押 し固める、試料 の固

ま りを地 面 に落 とす等 の方法 に よ り形成 した。形成 した供試 体の形状 は、 写真

4.7に 示 したもの と同様で ある。

試料 は、表4.6及 び表4.7の 「試料番 号」に示 した各状態 において抽 出し、篩

分 け した もの を用いた。篩 分 け した試料、即 ち、最大粒径19mmの 試 料の水分

値計 測の結果 を、対応す る最大粒 径100mmの 試料 の水分値 と併せ て、表4.11

に示す。

表4.11 最大粒径19mm試 料の水分値

円錐 貫 入 試 験 は 、 一 つ の 試 料 に つ い て 、試 験 毎 に供試 体 を形成 し直 して 、7回

行 っ た。 結 果 を表4.12及 び 表4.13に 示 す。

表4.12 Pomalaa (D<19mm)

円錐 貫入試 験結 果

表4.13 Boakaine (D<19mm)

円錐 貫入試験 結果

篩分 けを行 わない試料 の場合 と比較すれば、最 大円錐貫入力 のバ ラツキは小 さ

いため、試験結果 は最 大 円錐 貫入 力の平均値 で代表 させ る。但 し、Pomalaa鉱 に

関す る実験 の うち、水 分値 が最 も低 い状態 で は、 円錐 貫入 力 が "over" を示 した

―113―



デー タ及 び途 中で供試体 が割れ たため有意 な最大 円錐貫入力 が計測で きなかった

デー タが含 まれ てい るため、 この試料 について は、残 りの5デ ー タの平均値 を実

験結果 の代表値 とす る。水 分値 と最大 円錐貫入力 の平均値 の関係 を図4.65及 び

図4.66に 示す。

図4.65 最 大 粒 径19mm試 料 に 関す る

平 均 円 錐 貫 入 力-Pomalaa

図4.66 最 大 粒 径19mm試 料 に関 す る

平 均 円錐 貫 入 力-Boakaine

4.4.5.4 篩分 けの有無 と代表円錐貫入力

表4.10に 示 した篩 分け を行 わない試料 の円錐貫入力の代表値 と、表4.12及 び

表4.13に 示 した最大粒径19mmの 試料 の平均 円錐貫入力 の関係 を図4.67及 び 図

4.68に 示 す。 図の横軸 は、最 大粒径 が100mmの 場合 の水分値であ り、最大粒径

19mmの 試料 につい ては、試料 を抽 出 した元 の試料 の水分値 (対応す る試料番

号の水分値。c. f. 表4.11) に基づいて グラフを作成 した。 図中、太線は最大粒径

19mmの 試 料の平均 円錐貫入力 、細線 は篩分 けを行 わない試料 (最 大粒 径100

mm) の代表 円錐貫入力で あ り、下か ら順に最小値 、30デ ー タの うち小 さい方か

ら3、6、10、15デ ー タの平均値で ある。
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図4.67 試料 の最大粒径 が

円錐貫入 力に及ぼす影響-Pomalaa

図4.68 試 料 の最 大 粒 径 が

円錐 貫 入 力 に 及 ぼ す影 響-Boakaine

これ らの図 よ り、代 表値の取 り方 によ らず、篩分 けを行 わない試料 の代表 円錐

貫入力 と、篩 分 けを行 った試 料の代表 円錐貫入力 との関係 は、試料 によ り異 なる

と言 える。特 に、 円錐 貫入 力が大 きい場合、即ち、貨物 の勇断強度 が大 きい場合

は、篩 分 けの有無 の影響 が試料 によって異 なることが分かる。

4.4.5.5 篩分 けの必要性の検討

図4.63に 示 した通 り、BoakaineはPomalaaと 比較 して、大 きな粒子 を多 く含

む。 図4.68よ り、Boakaineの 試料で は、水分値 が低 い場合 、即 ち剪断強度が大

きい場合 、篩分 けを行 わない試料 の最大 円錐貫入力 は、そ の最低値 で あって も、

最大粒 径19mmの 試料 の平均 円錐貫入力 よ り大 きな値 を示す ことが分 かる。 こ

うした試料で は勇断強度 が大 き くな ると、円錐貫入試験の 際に、 円錐が直接 大き

な粒 子 に衝突 しない場合 であって も、大 きな粒子 による円錐の貫入 に対 する拘束

が最大 円錐貫入力 に影響 を及 ぼす と考 え られ る。後述の通 り、試料 に含 まれ る比

較的大 きな粒 子 が円錐貫入力 に及 ぼす影響 は、試料 の最 大粒径 を19mmに 調製

した場 合で も見て取れ るが、試料 の篩 分 けを行 わない場合 、粒径19mmを 超 え

る粒 子の影響 が さらに強 く表れ ると言 える。

さて 、以上 の試 験の 目的は、4.4.5.1節 で述 べた通 り、篩分 けを行 わない試 料

を用 いて、ニ ッケル鉱 の種類 によ らない代表 円錐貫入力の クライテ リアを設定で

き るか否 かを確認 す るこ とであ った。 また、4.3.6節 で述べ た通 り、本研 究では、

荷崩れ の危 険性 の評価 は、基本 的には、最大粒径 を調製 した試料 を用い た剪断強

度試験 (一 面剪断試験) 結果 に基づいて行 う。 よって、円錐貫入試験時の試料の
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最大粒径 は、最大粒径 を調製 した試料 を用 いた一 面剪断試験結果 に基づ く荷崩 れ

危険性 との関係 を考慮 して検討す る必 要がある。 このよ うに評価 した荷崩れ危 険

性 のクライテ リア と円錐 貫入力 の関係 について言 えば、円錐貫入試 験時の試料 の

最大粒径 が一面剪断試験 時のそれ に近い方 が、荷崩れ危険性の クライテ リアに対

応す る代表 円錐貫入力 のば らつ きが少 ない と考 え られ 、また、後述す る通 り、最

大粒 径 を19mmと した場合の荷崩れ危険性 の クライテ リアに対応す る代表 円錐

貫入 力の ば らつ きについ ては、 図4.122に 示 す結果 が得 られ てい る。一方 、図

4.67と4.68か ら分か る通 り、 円錐試験 時にお ける最大粒 径 を19mmと した場合

と比較 して、粒径調製 を しない場合 は、試験 回数 を多 くして代表 円錐貫入力の設

定方法 を工夫 した として も、荷崩れ危 険性 のクライテ リア に対応 す る代 表円錐 貫

入力 のば らつ きは さらに大 き くなる と考 え られ るため、ニ ッケル鉱 荷崩 れ危 険性

評価試験法 においては、試 料の最大粒径 を調製す るこ ととした。

4.4.6 ニッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法の仕様

4.4.6.1 試 験 法 の 概 要

円錐貫入試験 は、家屋 を建築す る際の地盤 の調査 (地耐力調査) において も用い

られ る簡便な試験法であ り、ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法は、 円錐貫入試験

を中心 として構成 した。 なお、供試体に細い円筒 を貫入 させ る 「プロクター貫入試

験」について も検討 したが、様 々な大きさの粒子 を含むニ ッケル鉱 に対す る試験法

としては、 円錐貫入試験 と比較 して、結果のば らつきが大きい ことを確認 し、採用

しなかった。

円錐貫入試験の結果 は、 円錐貫入力 、即ち、試料 に円錐を貫入 させ るのに要す る

力に より表 され る。地耐力調査 においては、適 当な深 さ毎に円錐貫入力 を計測す る

が、ニ ッケル鉱の剪断強度の評価 においては、適 当な深 さまで円錐 を貫入 させた際

の最大円錐貫入力のみを円錐貫入試験の結果 として用い ることに した。

一般 に、ば ら積み貨物の剪断強度は、 水分値や粒径分布 が同じであっても、間隙

比によって異なる。そのため、ば ら積み貨物 の剪断強度を計測す るには、間隙比を

調整す るための締固めが不可欠 であ り、ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法におい

て も、締固めを行 う。 なお、締 固めには各種 の方法があるが、再現性確保の観点か

ら、所定の容器 に試料 を入れて、 ランマ (突 き固め装置) を用いて締固めを行 うこ

とに した。
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以上の検討 の結果 、ニ ッケル鉱荷崩れ危険性 評価試験法の手順の概要を以下の通

り決定 した。

(1) 篩分けによ り試料の最大粒径 を調製する。

(2) 試料を容器 に挿入 し、ランマを用いて突固めによる締固めを行い、供試

体を形成す る。

(3) 容器 内の供試体について円錐貫入試験を実施す る。

(4) 円錐貫入試験結果に基づ き、荷崩れの危険性を判定す る。

これ らの手順の うち、(2) 及び (3) の作業は適 当な回数繰 り返 し、試験結果の代表値 に

基づいて荷崩れの危険性 を判定す ることに した。

4.4.6.2 試 験 装置 等の仕 様

円錐貫入試験装置の円錐が試料への貫入時に大 きな粒子に当たった場合 円錐貫入

力が増大す るが、一面剪断試験結果に基づ く荷崩れ危険性 の基本的評価 では、一定

以上の大きさの粒子の影響を考慮 していない (c.f. 4.3.6)。 これに対 して、代表円錐

貫入力の クライテ リアは、ニ ッケル鉱 の種類 によらない ことが必要であ り、荷崩れ

危険性の クライテ リア に対応する代表円錐貫入力 のば らつきが小 さいことが望ま し

い。 そのため、篩分けを行わない試料 についても実験 を行 い、大きな粒子は試料か

ら除去す るこ とに した (c.f. 4.4.5.5)。 以下に述べる試験容器 の大きさ及び締固め方

法 を考慮 して、試料 の最 大粒径 は19mmと した。

試 料 の最 大粒 径 及 び 円錐 と試 験 容器 との 間 の

ク リア ラ ンス を考慮 して 、試 験 容器 の 内径 及 び

容積 をそれ ぞれ150mm、4,000cm3に 決 定 した。

試験 容器 と円錐 の大 き さの関係 を図4.69に 示 す。

図 か ら分 か る よ うに、 円錐 と試験 容器 との 間 の

ク リア ラン スは最 大粒 径 の3倍 以 上 と した。

試 料 の 挿 入 及 び 締 固 め 方 法 は 、JIS A1210,

1999「 突 固 め に よ る土 の締 固め試 験 方 法 」 に基

づ い て決 定 した。 この 基準 に記載 され て い る突

固 めに よる締 固め方 法5種 類 を表4.14に 示 す。

図4.69 試験 容器 と円錐
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表4.14 JIS A1210, 1999-突 固め によ る締 固 め方法

モール ドの内径が150mm且 つ試料の最大粒径が19mmと い う条件に対応するのは、

表中のDの 方法のみである。そのため、Dの 方法に倣って、ランマ としては、質量

4.5kg、 落下高 さ45cmの ものを用いることに した。

試験容器 の深 さを考慮 して、層 の数 は5と し、突固めに要する作業量を考慮 して、

一層当た りの突固めの回数は60回 とした。 この条件 下では、締固め仕事量、 即ち単

位体積 当た りの締 固めのエネル ギー は、表 中のDの 方法に よる場合 と比較 して約

60%と なる。

開発 した試験法にお ける試料の挿入及び締 固めの条件をまとめる と表4.15の 通 り

である。 なお、試料 を締 固めた後 、試験容器のカラーを外 して試験容器 の上縁 よ り

上の試料 をス トレー トエ ッジで切 り取 り供試体を形成することは、JIS A1210, 1999

と同様である。

表4.15 ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法における締 固め条件

円錐貫入試験装置 としては、大型 の円錐 、即 ち、底 面積6.45cm2 (直径: 約29

mm) の円錐を有す るものを用いることに した。 円錐貫入試験の基準に従って、貫入

速度は1cm/secと した。貫入深 さ、即 ち、試料の上面か ら円錐の先端までの深 さは、

実験の経験に基づき、15cmと した。

ま とめる と、円錐貫入試験では、最初 に円錐 を供試体の上面の中央付近 にセ ッ ト

し、毎秒約1cmの 速 さで先端の深 さが15cmに 達するまで円錐を貫入 させ、その際

に要する最大の力 を記録する。以下、 この力を最大円錐貫入力 と呼ぶ。
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4.4.6.3 試験 回数と代表円錐貫入力

試料の最大粒径を19mmに 調製 して も、比較的大 きな粒子による円錐の貫入に対

す る拘束に より、最大 円錐貫入力が大 きくなる場合がある。 こうした現象が試験結

果 の再現性 に及ぼす影響を少 な くするためには、試験 を繰 り返 し実施 し、適切に代

表値 を決定す る必要がある。試験の繰 り返 し回数及び代表値の取 り方を決定す るた

め、同一の試料 (最大粒径: 19mm) について30回 の円錐貫入試験 を実施 した。 な

お、円錐貫入試験の供試体は、前述の方法で試験毎に形成 した。

試験は、比較的大きな粒子を多 く含むBoakaine鉱 を用いて、水分値 を変 えた二つ

の試料 について実施 した。各試料について、試験の最初 (第1回 目の円錐貫入試験

用供試体) と最後 (第30回 目の円錐貫入試験用供試体) に水分値 を計測 した。 円錐

貫入試験結果 を図4.70に 示す。図の横軸は実験番 号、縦軸は最大 円錐貫入力であ り、

図中の 白丸及び黒丸は、それぞれ平均水分値23.0%及 び24.5%の 試料に関す る計測

結果 である。直線 は、最小 二乗法によ り求めた最大 円錐貫入力 の トレン ドである。

なお、直線 が右 上が りになるのは、試験中に試料 の水分値が若干低下す るこ とによ

り、また、締固めの繰 返 しによ り供試体の間隙が減少す ることに より、剪断強度が

上昇 したため と考 えられる。
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図4.70 円錐貫入予備試験結果

各最大円錐貫入力のこの直線上の値 に対

す る比率の度数分布 を図4.71に 示す。図

よ り、最大 円錐貫入力 は、円錐の貫入に対

す る試料 中の比較的大きな粒子による拘束

によ り大 きな値を示す ことはあるが、一定

以上に低 くなることは無い と言 える。 よっ

て、複数回の円錐貫入試験結果を代表 させ

るには、最大円錐貫入力の うち、最 も低 い

値 を代表値 とすれば良い と言える。以上の

検討 の結果 、代表値 としては、最大 円錐貫

入力の最低値 を用いるこ とに した。

試験の繰 り返 し回数を決定す るため、円

錐貫入予備試験の結果 に基づき、試験 回数 と最大 円錐貫入力の最低値 の関係 を調べ

た。結果 を図4.72に 示す。 図において、 白丸及び黒丸は最大 円錐貫入力の計測値、

図4.71 トレン ド線に対す る

比率 の度数分布
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細線 は当該実験の前後のデー タを含む計3デ ー タの うちの最低値、太線は当該実験

の前後 の2デ ータを含む計5デ ータの うちの最低値である。 この図より、試験回数3

回の場合 と5回 の場合で、最大円錐貫入力の最低値には、特に最大 円錐貫入力が200

N程 度 の場合は、有意 な差は無い と言える。そのため、試験の繰 り返 し回数は3回

に決定 した。

図4.72 試験 回数 と最 大円錐貫入 力の最低値

以上 をま とめると、ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験 においては、円錐貫入試験

を3回 実施 し、最大円錐貫入 力の最低値 (代表 円錐貫入力) により試験結果 を代表

させることにした。 円錐貫入試験 には二名 を要 し、3回 の試験の所要時間は2～3時

間程度である。

44.7 水分値の一次クライテ リア

4.2節 で述べた通 り、一面剪断試験 と荷崩れの数値解析 により、各試料について、

水分値の一次クライテ リアを決定 した。一面剪断試験の条件 を表4.16に 示す。
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表4.16 一面剪断試験条件

試料の均一性 を確保す るため、水分調製 か ら実験までには、一週間以上の時間を

おいた。供試体は、試料を剪断箱の中にマニュアルで挿入す ることに よ り形成 し、

それぞれの実験 にお ける直圧力を5分 間与えることによ り締 固めた。その際、供試

体を形成す るのに要 した試料 の質量を求めた。

試料 の最大粒径 を67mmと したのは、

供試体の厚 さは供試 体の直径の1/2程 度ま

でに抑 える必 要があ るこ と及び試料 の最

大粒径 は供試体の厚 さの1/4以 下に抑える

必要 が あるこ とを考慮 して、 また、篩分

けの影 響 を減 らす た め最大粒径 はなるべ

く大 きい こ とが望 ま しい こ とを考慮 した

ためである。最大粒径 を67mmと した場

合の各試料の粒径分布 を図473に 示す。

この図は、図4.63の 一部 を抽 出 した図に

相 当する。

一面剪断試験 においては、 剪断変位、 剪断力、 上下変位 の時系列を計測 し、剪断

力 は剪断応 力に、上下変位は体積歪みに換算 した。剪断変位 と剪断応力及び体積 歪

みの関係 の一例 を図4.74に 示す。

図4.73 試料の粒径分布
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図は、水分値36.4%のGebe鉱 に関す る試験

結果 であ り、 図の横 軸 は剪断変位 (水平変

位)、 縦軸 は剪断応力及び体積歪み を表す。

各 グラフは直応力"σN"をパ ラメータとす る剪

断変位 と剪断応力及び体積 歪み との関係であ

る。剪断応力が明確 な ピークを示す場合には

そのピーク値 を、この試料 のよ うに剪断応力

が明確 なピークを示 さない場合 は剪断変位

8mmに お ける剪断応力を抵抗剪断応力 とし

た。 また、抵抗剪断応力 に対応する剪断変位

における体積歪みを用いて、各試料の間隙比

を解析 した。各試料に関す る剪断強度 の解析

結果 を図4.75～図4.104に 示す。 図の横軸は

直応力、縦軸は抵抗 剪断応 力であ り、"e"は

間隙比 を意味す る。 グラフの傾 きは、"tanφ"

で示 した剪断抵抗係数であ り、直圧力零にお

け る値 が"c"で 示 した粘 着力 で あ る。 剪 断抵 抗係 数 及 び粘 着 力 と水分 値 との関係 を図

4.105～図4.109に 示す 。

図474 一面剪断試験結果の例

図4.75 剪断強 度Gebe-1 図4.76 剪 断強度Gebe-2
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図4.77 剪断 強度Gebe-3 図4.78 剪 断強 度Gebe-4

図4.79 剪 断強度Gebe-5 図4.80 剪 断強 度Gebe-6

図4.81 剪 断 強 度Tontouta-1 図4.82 剪 断 強 度Tontouta-2
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図4.83 剪 断 強 度Tontouta-3

図4.85 剪 断 強 度Tontouta-5

図4.87 剪 断 強 度Rio Tuba-1

図4.84 剪 断 強 度Tontouta-4

図4.86 剪 断強 度Tontouta-6

図4.88 剪 断 強 度Rio Tuba-2
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図4.89 剪 断強度Rio Tuba-3

図4.91 剪 断 強 度Rio Tuba-5

図4.93 剪 断 強 度Pomalaa-1

図4.90 剪 断強 度Rio Tuba-4

図4.92 剪 断強度Rio Tuba-6

図4.94 剪 断 強 度Pomalaa-2
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図4.95 剪 断 強 度Pomalaa-3

図4.97 剪 断 強 度Pomalaa-5

図4.99 剪 断 強 度Boakaine-1

図4.96 剪 断 強 度Pomalaa-4

図4.98 剪 断 強 度Pomalaa-6

図4.100 剪 断 強 度Boakaine-2
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図4.101 剪 断強度Boakaine-3

図4.103 剪 断 強 度Boakaine-5

図4.105 剪断強 度 と水分 値Gebe

図4.102 剪 断 強 度Boakaine-4

図4.104 剪 断強 度Boakaine-6

図4.106 剪断強 度 と水分値Tontouta
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図4.107 剪 断強 度 と水分 値Rio Tuba

図4.109 剪断強 度 と水 分値Boakaine

図4.108 剪 断強 度 と水分 値Pomalaa

図4.105～図4.109に 示 した勇断強度 と水分値 との関係 を用いて、荷崩れの数値解

析 を行 った。 図に示 した通 り、勇断強度 を計測にお ける水分値 の範 囲は約3%で あ

り、これ らの範囲は、 図4.18及 び図4.46～図4.48に 示 した勇断強度計測にお ける水

分値 の範囲 (約14～20%) の うち、粘着力のピークを超えて水分値の増加 とともに

粘着力 が急激に下がってい く範囲に相 当す る。

荷崩れ数値解析における加速度 としては、4.3節 と同様 に、BC Codeの 荷繰 り基準

に倣って30度 の静的横傾斜 を想定 した。また、貨物 は可能な限 り荷繰 りされている

と仮定 した。荷繰 りを行 った場合、スロープの幅は、船 の半幅か らハ ッチの半幅 を

引いた値程 度になることが想定 される。ニ ッケル鉱の運送 には載貨重量二万 トン級

～四 万 トン級のば ら積み船 が用い られ ることを考慮 し、スロープの幅を決定す るた

め、このクラスの船の幅及びハ ッチの幅について調査 した結果 を表417に 示す。
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表4.17 ば ら積み船 の船幅 とハ ッチ幅
表 において 「ス ロー プ幅」 とあ るのは、

船幅 とハ ッチ 幅の差 の半分の値 であ る。

この結果 に基づ き、 ス ロー プの幅 と し

ては7m、 貨物のパイル頂部の平坦部の

幅としては13mを 想定 した。

貨物 パイル のス ロープに高 さについ

ては、過去 の実船試験結果 (53) 及びニ ッケル製錬各社か ら提供 していただいた資料に

基づけば、3～5m程 度を想定すべきであると考 えられたため、5mと した。

貨物 の見かけの単位 体積重量は、一面剪断

試験時の試料の密度 を勘案 し、表4.18に 示す

値 を用いた。

荷 崩 れ 数 値 解 析 の 結 果 を 図4.110～図

4.114に 示す。 図におい て臨界安全率1.2に

対応 す る水 分値 を求 め る ことに よ り、水 分

値 の一 次 クライテ リア、即 ち、最大粒径6.7mmの 試料 におけ る荷崩れ 危険性 の

あ る水分値 を求め るこ とができ る。 水分値の一次 クライ テ リア を表4.19に 示 す。

表4.18 想定単位体積重量

図4.110 水 分値 と臨 界安 全率-Gebe 図4.111 水 分値 と臨界 安全率-Tontouta
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図4.112 水分値 と臨 界 安全率-Rio Tuba 図4.113 水分値と臨界安全率-Pomalaa

図4.114 水分値 と臨界安全率-Boakaine

表4.19 水 分 値 の 一次 ク ラ イテ リア

4.4.8 水分値の換算

4.4.8.1 水分値換算の考 え方

本研 究では、水分値 をパ ラメー タとして剪断強度 ・荷崩れ危険性 と代表円錐貫入

力 を関係付 けてい るの に対 して、剪断強度計測 (一面剪断試験) と代表 円錐 貫入力

計測 (円錐貫入試験) の際の試料の最大粒径 は異 なるため、水分値 を適切に換算す

る必要がある。剪断試験用試料 の水分値の一次 クライテ リア を、最大粒径の異な る

試料の水分値に換算す る際の一つ の考え方は、一定以上の大 きさの粒子 は水分を含

まない と仮定す ることである (54),(55)。この水分値換算方法では、換算によ り得 られた

大きな粒子 を含む試料の水 分値 は低 くな り、 この水分値 を用いて評価す ることは安

全側ではあるが、代表 円錐 貫入力の クライテ リアの設定に用いるには適 当ではない。
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そのため、水分値の換算方法について調査 ・検討 した。

研究 においては、まず、試料 の最大粒径 と水分値の関係 を実験に より直接求める

ことを試みた。実験では、予め粒径分布 を計測 した最大粒径19mmの 試料の水分調

製 を行 うことによ り、一定程度 の粘着力 を有す る湿った試料 を用意 し、 これ を十分

に均質に した うえで二つに分け、一つはそのまま水分値 (最大粒径19mm) を計測

し、残 りは、呼び径6.7mmの 篩 を手で押 し通 して、最大粒径を6.7mmと し、その

水分値 (最大粒径6.7mm) を計測 した。その結果、呼び径6.7mmの 篩を押 し通 し

て、最大粒径19mmの 湿った試料の中から、水分値計測を行 うのに十分な量の最大

粒径6.7mmの 試料 を得 るのに手間取 り、得 られた最大粒径6.7mmの 試料は作業 中

に乾燥 してい る恐れが ある等の理 由によ り、 この実験では、十分な精度が確保で き

ない ことが分かった。そのため、試料の最大粒径 と水分値 の関係 を、実験で直接求

めることは断念 した。

ここで、篩の上 に残 る試料、即ち、最大粒径6.7mmの 試料を抽 出 した残 りの試料

の水分値 を計測 しなかったのは、粘 土状物質 であるニ ッケル鉱では、粘着力がある

状態では、最大粒径19mmの 試料か ら、粒径6.7mm以 下の粒子を全て取 り去ること

は不可能であることによる。 これは、粒径6.7mm以 上の粒子の周 りに細かな粒子が

付着す ることによる。粘着力のある最大粒径100mmの 試料か ら最大粒径19mmの

試料 を抽 出す る実験 においても、同様の理 由で、篩の上に残 る試料の水分値は計測

しなかった。

一方、 粒径6.7mmか ら19mmの 試料の水分値 (細かな粒子が付着 していない場合

の値。篩いの上に残 った試料の水分値 とは異 なる。) を、通過重量百分率 を考慮 し

て計算 したところ、この水分値 は、元の試料、即ち最大粒径19mmの 試料の水分値

が一定以上である場合 、元の試料の水分値に よらない との傾 向が見 られた (64)。この

ことは、以下のよ うに解釈できる。

ニ ッケル鉱 に含 まれ る水 は、粒子 内部に含 まれ るもの と、粒子の間隙に含 まれ る

ものがある。粒子 の間隙に含まれ る水は、さ らに吸着水 と遊離水に分けて論 じられ

る場合 もあ るが、ここでは区別 しない。粒子の間隙に含まれ る水の量は、篩分 けに

よ り粒径分布 が変 われば大 きく変化す ると考 えられ るが、試料 の水分が一定の値 を

超 えた場合、粒子の中に含まれ る水の量は殆 ど変化 しない と考えられる。4.3節 で述

べた通 り、乾いた状態のニ ッケル鉱に水 を加 えていくと、水分値が一定以上になっ

た ところで急激 に粘着力 が大き くなることが示 されている。 こうした粘着力 は、主
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として粒子の間隙の水が粒子接点でメニスカス を形成す ることに起 因する吸引力 に

よる と考え られ るため、 こうした吸引力が作用す る前の状態では、水分の多 くは粒

子に含まれ てい る と考えるこ とができる。即 ち、ニ ッケル鉱の粘着力が急激に大 き

くなる水分値 とは、水 分が粒子の中だ けには入 りきれない程の水分値であると考 え

られ、試料 の水分値 が粘着力の ピークに対応す る水分値 を超 えた場合には、粒子 の

中に含まれ る水分値 は、その最大値 に近い と考 え られ る。前述の傾 向、即 ち、理想

的な篩分 けが行 われた と仮定 した場合に篩の上 に残 るであろ う粒子の中に含 まれ る

水の量が、元の試料の水分値 によらない傾 向は、以上の通 り解釈できる。

さて、本研究では、試料が乾いた状態については論 じてお らず、過大な水分値 に

起 因する粘着力の低 下による荷崩れの危険性 の評価を 目的 としている。本研究の対

象 となる水分値 の範 囲では、理想的な篩分けが行われた と仮定 した場合 に篩 の上に

残 るであろ う粒子の中に含 まれ る水の量は、その最大値に近い と考 えられ る。

以上の検討 に より、本研究では、6.7mm～19mmの 粒子を抽出 し、 これ らの粒 子

が含み得 る水分値 を計測 して、粒径分布 (最大粒径19mmの 試料中に含まれ る最大

粒径6.7mmの 試料の乾燥状態 にお ける通過重量百分率) に基づ き、最大粒径6.7

mmの 試料の水分値 か ら、最大粒径19mmの 試料の水分値 を推定す ることに した。

所定の粒径範 囲の粒子が含み得 る最大の水分値は、粒子 を長期間水 に浸 し、その周

囲の水 を手早 く拭 き取 って水分値 を計測す ることで求 めた。以下では、 この考 え方

に基づ く水分値換算の式 を示 した上で、最大粒径100mmの 湿った試料か ら最大粒径

19mmの 試料 を抽出 した実験結果に基づき、 この水分値換算方法の有効性 について、

検討する。

4.4.8.2 水分値換算の式

通過重量百分率及び所定 の粒径範 囲の粒子が含 み得 る最大 の水分値に基づ き、篩

下試料の水分値か ら、元の試料の水分値を求め ることができれば、水分値の換算 が

行 える。式 は以下の通 り。但 し、空気 の質量は無視す る。

(4.3)

(4.4)

(4.5)
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(4.6)

(4.7)

こ こ で 、(4.6) 式 を (4.7) 式 に 代 入 す る と

(4.8)

(4.9)

(4.8) 式 よ り

(4.10)

こ こ で 、(4.9) 式 に (4.10) 式 に 代 入 す る と

(4.11)

こ こ で 、

Mc: 水 分 値

Ms: 固体部分の質量

Mw: 水 の質 量
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T: 元 の試料 (最大粒径A) を意 味す る上付 きの添 え字

S: 篩分 け した試料 (最大粒径B, B<A) を意 味す る上付 きの添 え字

L: 粒 径範 囲B～Aの 粒 子 を意味す る上付 きの添 え字

P: 元の試料 中に含まれる篩分け した試料の乾燥状態における通過重

量百分率

(4.11) 式は、通過 重量百分率p、 篩分 け した試料 の水分値MSC、 所定 の粒径範 囲

の粒 子の水分値MLCを 、元の試料 (篩分 け前の試料) の水分値MTCを 求め る式で

あ る。 この式 を用いて、最大粒径 の小 さい試 料の水分値 を、最大粒径が大 きい試

料 の水分値 に換算 できる。

4.4.8.3 水 分 値 換 算 方 法 の 有 効性 の検 討

4.4.8.1 節で述べた通 り、最大粒径19mmの 湿 った試料 か ら最大粒径6.7mm

の試料 を抽 出 して水分値 を比較す る実 験の結果 は、湿 った試料の篩分 けに手間取

り、最大粒 径6.7mmの 試料の水分値の計測精度に問題 が ある と考え られ るため、

水分値の水分値換算方法 の精度 を確認す るためのデータ と しては適 当ではない。

一方、Pomalaa鉱 及びBoakaine鉱 に関す る揚荷役現場実 験 (c.f. 4.4.5) において

は、篩分 けを行わない試料 につい ては最大粒径 を100mmと して水分値 を計測す

る とともに、揚荷役現場 で最大粒径19mmの 試料 を篩 を押 し通す こ とに より抽

出 し、その水分値 を計測 した。 この実験で は、特 に手間取 ることもな く水分値計

測 を行 うのに十分な量の試料 (最 大粒 径19mm。 重量 は7～10kg程 度) が得 ら

れたため、 この試 験結 果に基づ き、前述の水 分値換算方 法の有効性 を確認す る。

最大粒径100mmの 試料 の水分値 の計測 は、4.4.4節 で述 べた通 り、精錬所 に

計測 していただいた。水分値計測 にお いて は、揚荷役現場 における円錐 貫入試験

の前後に篩 分け していない試料 (3ト ン程度。c.f.表4.6, 4.7) か ら、100mm以

上の粒径 の粒 子を除いて、10kg以 上 の試料 を10箇 所 で採 取 し、精錬所 のクラ ッ

シ ャーで粉砕 した後、縮分 (c.f. 4.4.4) に よ り採 取 した試料 の水分値 を計測 した。

この実験においては、採取 した試料 の重量及び水 を加 えた量を計測 し、各 円錐貫

入 試験 に対応 す る水分値 を求め た。 最大粒 径19mmの 試料 は、 揚荷役現 場で

湿 った試料 を篩 を押 し通す こ とによ り採取 した後 、その場 で全重量 を計測 し、試

料 を実験室 に持 ち帰 り乾燥 した後 に、乾燥重 量を計測 した。

最大粒径100mmの 試料 と最大粒径19mmの 試料 の水 分値 を表4.20及 び表
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4.21に 示す。 表において "*1" で示 した欄 の数値 は円錐 貫入試験前 の水分値 計測結

果 に基 づ くもの、"*2" で示 した欄 の数値 は円錐貫入試 験後の水分値計測結果 に基

づ くもの、太字 は計 測 した水分値 、斜 体は計測 した水分値並び に加水量及 び試料

採 取量 に基づ く計算値 である (c.f.表4.6、 表4.7、 表4.11)。 これ らの表 に示 し

たデー タに基づ き、本研究 で用 いた水 分値換 算方法の有効性 を検討 す る。

表4.20最 大 粒 径 と水 分 値-Pomalaa  表4.21最 大 粒 径 と水 分値-Boakaine

最 大粒 径100mmのPomlaa鉱 及 びBoakaine鉱 に含 まれ る19mm未 満 の粒 子 の乾

燥 状 態 にお け る通過 重 量百分 率 は、 そ れぞ れ81.1%及 び67.8%で あった。 表4.22に 、

Pomalaa鉱 及 びBoakaine鉱 の19～100mmの 粒 子 を長 期 間水 に浸 した後 、周 囲 の水 を

拭 って水 分値 を計測 した結果 を示す 。

表4.22 粒 子 の 含 み 得 る水 分 値 (19<D<100mm)

表に示 した19～100mmの 粒子の最大水分及び乾燥状態にお ける通過重量百分率を

用いて、水分値 の換算 を行い、その結果 を比較 したものが図4.115及 び図4.116で あ

る。図の横軸は最大粒径19mmの 試料の水分値、縦軸は最大粒径100mmの 試料の

水分値である。 図中の黒丸は表4.20及 び表4.21に 示 した水分値 であ り、グラフは、

水分値 の換算結果 である。 これ らの図よ り、本研究で用いる水分値の換算方法は、

元の試料 の水分値を総 じて低 めに与える傾 向があるものの、最大粒径19mmの 試料

の水分値 を最大粒径100mmの 試料 の水分値 に換算す るには、有効な方法であると言

える。 このことは、必ず しも、本研究で用いる水分値の換算方法が最大粒径6.7mm

の試料の水分値 を最大粒径19mmの 試料の水分値に換算するのに有効であることを

意味するものではないが、最大粒径19mmの 試料 と最大粒径6.7mmの 試料の水分値

の関係 について言えば、湿 った試料 を用いて篩分けを行 う水分値換算の実験 よりは

有効であると考え られ るため、本研究では、この方法を用いる。
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図4.115 換 算 水 分 値 と実験 値 の 比較

Pomalaa

図4.116 換 算 水 分 値 と実験 値 の 比 較

Boakaine

4.4.8.4 水 分値 の一 次 ク ライテ リアの 換算

代表円錐貫入力 のクライテ リアを求めるためには、水分値の一次 クライテ リアを、

ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法用試料、即 ち、最大粒径19mmの 試料の水分値

に換算す る必要がある。そ のため、上述 の方法 に よ り、水分値 の一次 クライ テ リ

ア を最大粒 径19mm試 料 の水分値 に換算 した。結果 を表4.23に 示す。

表4.23 水分値換算結果

表 の下 段 が、 最 大 粒 径19mmの 試 料 の荷 崩 れ 限界 水 分 値 、即 ち 、水 分 値 の 一 次

ク ライ テ リア に対 応 す る、 荷 崩 れ が危 険 とな る水 分値 で あ る。 なお 、 試 料 の最 大

粒 径 を100mmと した 場 合 の水 分 値 の ク ライ テ リア は 、Pomalaa鉱 で は28.9%、

Boakaine鉱 で は21.2%で あ り、 前 述 の通 り、Boakaine鉱 の 揚荷 役 現 場 に お け る

試 験 で は 、 こ の 水 分 値 に 対 応 す る 円 錐 貫 入 試 験 結 果 は 得 ら れ な か っ た (c.f.

4.4.5.1)。
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4.4.9 代 表 円 錐 貫 入 力 の ク ラ イ テ リア

水分値 と代表 円錐貫入力の関係 を求めるため、最大粒径 を19mmに 調製 した試料

の水分値 を変 えて、各水分値の試料 について、ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法

に基づ き、3回 の円錐貫入試験を実施 した。各試験 の結果 を図4.117～図4.121に 示

す。 図の横軸は水分値、縦軸は最大 円錐貫入力である。

図4.117 円錐 貫入 試験 結果-Gebe  図4.118 円錐 貫入試 験結 果-Tontouta

図4.119 円錐 貫 入試験結 果-Rio Tuba  図4.120 円錐 貫 入試験 結果-Pomalaa
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図4.121 円錐 貫入 試験 結果-Boakaine

三回の試験による最大 円錐貫入力のば らつ きは、代表 円錐貫入力300N程 度の試

料については、大きな粒子 を多 く含むBoakaine鉱 であって も、100N程 度に収まっ

てい ることが分 かる。なお、円錐貫入力が試験実施者の体重を超 えた場合、円錐を

速やかに供試体に貫入 させることができなかったため、有意 な最大円錐貫入力は800

N程 度まで と考え、800Nを 超える値 は記載 していない。

ニ ッケル鉱 荷崩れ危 険性評価試 験には、供試 体の重量 の計測は含まれ ていない

が、本研 究におい ては、参考のた め計測 した。各 円錐貫入試験時の供試 体の見 か

けの 単位体積 重量、 間隙比及び飽和度 を表4.24に 示す。表 よ り、間隙比 の再現

性 は高い こ と、即 ち、締 固め方 法は試 料の間隙比の再現性 の観点か らは妥 当であ

るこ とが分か る。
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表4.24 円錐貫入試験用供試体重量計測結果

図4.115～図4.119に 示 したデー タに基づ き、 代表 円錐 貫入 力 、即 ち、最 大 円錐 貫

入 力 の三 回 の試 験 にお け る最低 値 を求 めた。 結果 を図4.122に 示 す。

図4.122 水分値 と代表円錐貫入力の関係

図の横軸は最大粒径19mm試 料 の水分値であ り、縦軸は代表 円錐貫入力である。図

中の黒丸は計測値 を示 し、 グラフは水分値 と代表 円錐貫入力 の関係 を意味す る。 白

丸 は、荷崩れ 限界水分値及び これ に対応す る代表 円錐貫入力 を示す。各試料 の荷崩
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れ限界水分値 に対応す る代表 円錐貫入力 を表4.25に 示す。

表4.25 荷 崩れ 限界水分値に対応す る代表円錐貫入力

次 に荷崩れ 限界水分値 に対応す る代表 円錐貫入力 のば らつ きについ て検討す る。

表4.26は 、水分値 の一次 クライテ リア (最 大粒径6.7mm) に対応す る勇 断抵抗

係 数及 び粘着 力 を示 した ものであ る。即 ち、荷崩れ数値解析 の結果 、臨界安全率

が1.2と なる剪断 強度 を示 した ものである。

表4.26 水分値の一次クライテ リアに対応す る勇 断強度

表 よ り、勇 断抵 抗係 数tanφ及 び粘着 力cの 組 合せ は、tanφ=0.56, c=16.5kPaか ら、

tanφ=0.26, c=28.5kPま での幅 が あ るこ とが分 か る。 一方 、試 料 の見 か けの 単位 体

積 重 量 は、1.55(Rio Tuba)か ら1.83 (Boakaine) gf/cm3の 範 囲で あ り、剪 断抵 抗係 数や

粘 着力 と比較 して 、見 か けの単位 体積 重量 の差 異 は小 さい。

貨物の見かけの単位体積重量

を1.7gf/cm3と し、前述の貨物

パイルの形状及び横傾斜角度の

条件下で、臨界安全率1.2に 対

応す る剪断抵抗係 数 と粘着力 を

求めると、図4.123が 得 られる。

図の横軸は剪断抵抗係数 (摩擦

係数)、 縦軸は粘着力である。

グ ラフ は単 位 体 積 重 量 を1.7

gf/cm3と した場合の臨界安全率

1.2に 対応 す る剪断抵 抗係 数 と

粘着力 の組合せ、黒丸は臨界安

全率1.2に 対応す る各試料 の剪

断抵抗係数 と粘着力 (表4.26参 照)、 試料名 と共に示 した数値 は、荷崩れ水分値、

即 ち臨界安全率1.2に 対応す る代表 円錐貫入力である。 図は、臨界安全率1.2に 対応

図4.123 臨界安全率1.2に 対応する剪断強度

―141―



す る代表 円錐貫入力 が、剪断抵抗係数 と粘着力の組合せ によ り異な ることを示 して

い る。荷崩れ限界水分値に対応 する代表 円錐貫入力が試料に より異なるのは、荷崩

れに関係す る三つの物性値、即ち、見かけ密度 、粘着力、剪断抵抗係数 を、代表 円

錐貫入力 とい う一つのパラメータで代表 させ ることの限界によると考え られ る。

代表 円錐貫入力 に基づ く荷崩れ危険性判定の限界及 び本研究 において試験 してい

ないニ ッケル鉱 も多い ことを考慮すれば、 「試験 により得 られ る代表 円錐貫入力が

このクライテ リアを超えれば安全 である」 とい う値を設定するのは妥当ではない。

そのため、ニ ッケル鉱荷崩れ評価試験法の 目的は 「剪断強度 が低いため (荷崩れの

危険性 があるため) 船積みに適 さない貨物 を判別す るこ と」 とし、判定のための代

表円錐貫入力のクライテ リアは、表4.26に 基づき、安全余裕 を見込まずに最大値 を

丸めて、300Nを 提案す る。

4.4.10 ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法のまとめ

荷 崩れ危険性 の観 点か らば ら積 み運 送に適 さないニ ッケル鉱 を判別 す るための

ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法 を開発 した。 この試験法を実施 し、代表 円錐貫

入力が300N未 満 であれば、そのニ ッケル鉱 は荷崩れ の危険性 があるた め、特別 な

対策 を講 じない限 り、船積みに適 さない と言 える。

この試験法は、ニ ッケル鉱 (ガーニ ライ ト系ニ ッケル鉱) にのみ適用すべきもの

であ り、他の貨物に対す る適用の可否は不明である。

この試験法の開発 により、従来は不可能であった荷役現場 にお ける貨物の剪断強

度の荷崩れ危険性 の観点か らの評価が可能 になった。 この ことによ り、直 ちにニ ッ

ケル鉱 の安全運送 が達成 され るものでは無いが、本試験法は安全運送に大 きく寄与

するもの と考 える。
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4.5 ニ ッケル鉱 の運送 にお ける注意 事項 (65)

4.5.1 ニ ッケル鉱 運送上 の 注意 の種類

ニ ッケル鉱 の安全運送のためには、まず、危険 と考 えられ る貨物 を船積み しない

ことが肝 要であるが、運送実務 の観点か らは、様 々な安全上の注意事項 を検討 して

お くことも重要である。

ニ ッケル鉱 を安全 に運送す るには、まず、貨物 の性状、特に荷崩れの危険性 を関

係者 が理解 することが重要であ り、また、安全対策 には、荷送人、荷役 関係者、船

舶の乗組 員等が関係す る。 注意事項 として は、運送前に考慮すべきもの、荷役 の際

に考慮すべ きもの、航海 中に考慮すべ きもの及 び荷崩れが発生 した際のものが考 え

られ る。以下、各注意事項 について述べる。

4.5.2 ニッケル鉱の荷崩れ危険性の認識

荷送人が貨物の正 しい性状 を船舶 に 申請す ることは、安全運送の基礎であ る。貨

物の移動 に よる船舶 の転覆事故や異常傾斜事故 の結果 として、ニ ッケル鉱は水分値

が高い と移動の危険性が高い ことは認識 されて きた。 しか し、ニ ッケル鉱の移動 は

液状化 とは異なる現象であ り、液状化物質 に対す る試験法はニ ッケル鉱 には適用で

きない旨は、未だ十分 に理解 されてお らず、一部 の荷送人 は、ニ ッケル鉱に対 して

IMOフ ローテーブル法を実施 し、水分値が高 く荷崩れの危険性 が高いニ ッケル鉱 を

「船積み に適す る」 と申請 している例が報告 されている。液状化物質の試験法である

運送許容水分値決定法 は、全 て、繰 り返 し荷重に よる液状化の特性 を評価す るた め

の ものであ り、ニ ッケル鉱 の ように、液状化が発生 しな くても、剪断強度の不足 に

よ り不足に より荷崩れ が発 生す る恐れ のある貨物 には運送許容水分値決定法は適用

できない ことを理解する必要がある。

4.5.3 貨物の性状の判定及び船舶の選定

安全上は積載す るニ ッケル鉱 の水分値 を下 げることが望ま しい。少な くとも、荷

崩れ が危険 となる剪断強度 しか有 しない貨物 は、船積み を要請 しない ことが重要 で

あ り、そのための判定方法は4.4節 に示 した。

ニ ッケル鉱 を運送す る船舶 としては、貨物のパイル を船倉全体にわたって平坦 に

荷繰 りで きるボ ックス型等のば ら積み船 (c.f.図4.2) が望ま しい。 また、貨物の水

分値 が高い場合 は、ジャンピング ・ロー ドを実施できるよ う、 また、横揺れ を少 な
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くす るため波 に対 して船 を立て られ るよ う、十分な強度 を有する船 (老朽船 でない

船) が望ま しい。

4.5.4 荷役の際に考慮すべき事項

荷役の際には船 とター ミナル の綿密な打ち合わせの下、合意 された計画に基づい

て協力 して実施すべきこ とが重要で ある。特にニ ッケル鉱の荷役においては、荷役

中にお ける貨物の水分値の増加の 防止に配慮す る必要 がる。 具体的には、雨の際に

は船倉 を閉鎖 しバージ上の貨物 にもカバー をかけること、貨物 を積んだバージ上へ

の海水の打ち込みが懸念 される場合には荷役を中断す ることが、貨物の水分値の増

加の防止に資す る。 また、荷繰 りは、少 しで も荷崩れ の危険性 を低減 させるよ う、

可能な限 り入念に実施すべきである。

4.5.5 航海 中の安全対策及び非常時対策

航海 中は貨物の状態 を頻繁 に確認 することも重要である。可能であれば ウェザー

ルーテ ィングサー ビスを利用す るな どして気象情報にも注意 し、また、荒天時には

針路を変更す るな どして、横揺れ を抑える操船 をすることが望ま しく、特に、荷崩

れの兆候 が発見 された場合 には、横揺れ を抑 える必要がある。

一度荷崩れが発 生 し、船舶 が異常傾斜 した場合についてであるが、 カ ウンターバ

ラステ ィングに より船舶 をア ップ ライ トに保つ ことは、過去 の転覆事故例及び異常

傾斜 の例 か ら、基本的には実施すべ きではない と考えられる。 これは、荷崩れす る

貨物 は、状況に よっては反対側に も移動す る可能性 があ り、カウンターバラステ ィ

ングを行 った場合、貨物が反対側 に移動 した際には さらに転倒モーメン トを増大 さ

せ ることになるためである。特に、Top Side Tankに カ ウンターバ ラス トをとること

は、復原力の減少 をも招 くため、実施すべきではない と考える。一度船舶 が異常傾

斜 した ら、操船法 (減速、針路変更) と併せ て、安全な場所への退避等を考慮すべ

きである。
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5 結言

5.1 固体ばら積み貨物の運送状況及び分類方法

本研究では、まず、 自本に輸入 される貨物の うち、金額ベースで約2割 が固体 ば

ら積み貨物 であることを示す とともに、総 トン数1000ト ン以上の世界の船舶の うち、

載 貨重量ベースで約3割 がば ら積み船 (気体及び液体貨物 ばら積み船 を除 く) であ

るこ とを示 した。そ して、 固体ば ら積み貨物の運送は 自本の経済活動 にとって不可

欠 であ る とともに、 ば ら積 み船 は世界 の荷動 きの基幹 を担 っている ことを述 べた

(c.f. 1.1)。 次に、ばら積み船の事故統計を調査 し、全体 としては老朽化 した船の事

故 が多いが、貨物の移動 による事故は船齢 によ らない ことを確認す る とともに、貨

物 に起因す る事故の防止 も重要な研究課題 であることを示 した (c.f. 1.2)。 そ して、

貨物に起 因す る危 険性 を、貨物 の移動 による危険性 と、火 災や有毒ガスの発生等の

化学的危険性 に大別できることを述べた(c.f. 1.3)。

本研 究の 目的のひ とつは、固体ば ら積み貨物の荷崩れ及び液状化 に係 る諸要素を

総括するこ とである。そのため、貨物 の安全運送に関す る注意事項 を多 く含む各種

安全基準について、特に貨物に関す る情報提供の観点か ら分析 した (c.f. 第2章)。

安全基準 の うち、固体 ばら積み貨物の安全運送の基本 となるのは 「固体 ば ら積 み

貨物 に関す る安全実施基準 (BC Code)」 である。BC Codeで は、固体ばら積み貨物

を大略表5.1の 通 り区分 している。

表5.1 BC Codeに おける固体ば ら積み貨物の区分

注1 BC Codeに は液 状化 物質 の リス トが あ るが、 この リス トは全

ての液 状化 物質 を網 羅 した もので はない。

注2 ば ら 積 み 時 の み 化 学 的 危 険 性 を 有 す る 物 質 (Materials

Hazardous only in Bulk)。 国土交通 省令―特 殊 貨物船 舶運 送

規 則 で は 「固体化学 物質 」 と呼ばれ る。

現時点では、BC Codに は液状化物質であ り且つ危険物である貨物 は記載 されて

いない無いため表 に示 した通 り貨物を分類 したが、表は、全 ての液状化物質 が非危

険物であることを保証す るものではない。
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「荷 の移 動 (Cargo Shifting)」(c.f. 第1章 、特 に1.4) の観 点 か らは、 貨物 は表

5.2に 示す よ うに区分 で き る。

表5.2「 荷の移動」の観点からみた固体ば ら積み貨物の区分

注1 BC Codeに は、全ての湿 った貨物 は粘着性物質である旨、記

載 されている。

注2 BC Codeに は、乾燥状態において非粘着性物質 となる貨物 の

リス トがあるが、 この リス トは全 ての非粘着性 物質 (乾燥

状態) を網羅 した ものではない。

貨物 の液状化 を防止す るための基本 的対策 は、貨物 が液状化物質 (航海中に液状

化す る恐れのある物質) である場合 は、予め当該貨物 の運送許容水分値 を決定 して

お き、運送の前 に貨物の水分値 (船積み水分値) を計測 した うえで、船積 み水分値

が運送許容水分値を超える場合 は貨物を船積み しないことである。

貨物 の荷崩れ を防止す るため、貨物 が非粘着性物質であ る場合は、貨物の静止角

を求 め、静止角に基づき所定の荷繰 りを行 う。静止角が30度 未満の非粘着性物質は

「穀類の よ う自由に流動す る貨物」 と呼ばれ、穀類 と同様 に、貨物の移動を拘束す

る 「荷止め板」 を設ける、貨物が船倉 内で流動す ることを前提 として船舶 の復原力

を確保す る等の措置を取る必要がある。粘着性物質 の場合 は、荷送人の提出する貨

物に関す る情報 (貨物 申請資料) に基づいて、必要な荷繰 りを行 う。

固体 ばら積み貨物を安全 に運送す るためには様 々な安全対策 を実施す る必要があ

るが、 中で も、貨物に関す る情報を正確 に把握 し、これを船長またはその代理人 に

提供す ることは、荷送人の責務である (c.f. 2.2)。荷崩れ (必要な荷繰 りの程度) や

液状化に係 る情報の提供 に関 して言えば、まず、液状化物質 の範囲が明 らかでない

とい う問題 がある (c.f. 2.4.4)。また、液状化 が起 こらない場合でも、剪断強度の不

足によ り荷崩れ を起 こす 貨物がある。荷崩れの危 険性について荷送人か ら正 しい情

報が提供 されてお らず 、運送 中に事故が発生 している貨物 としては、ニ ッケル鉱 が

挙げられる (c.f. 4.2.3)。

本研究の主 自的は、貨物 の移動による事故 を防止す るために必要な技術を開発す

ることであ り、そのためには、 これ ら二つの問題 点、即 ち、液状化物質の範 囲及び

ニ ッケル鉱 の荷崩れ危 険性 の評価 の問題 を解決す ることが重要であ るとの考 えに基

づき、液状化物質判別法及びニッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法を開発 した。
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5.2 液状化物質判別法の開発

液状化物質 の運送方 法は安全基準 に定められ ているが、従来は液状化物質の範 囲

を規定す る基準が無 く、特に我 が国において、ある貨物 (特に鉱津) が液状化物質

か否かを判定す る方法の開発が求め られていた。

液状化現象 の有無は、物質の性質 と繰 り返 し荷重の条件 により決まる。3.2.2節 で

述べた通 り、液状化が発生 しないための条件 としては以下が挙げ られ る。

(1) 繰 り返 し荷重が作用 しない。

(2) 物質が十分な粘着力 を有す る。(物 質 が非常に細かな粒子に より構成 さ

れている。)

(3) 物質の水分値が低い。(物 質の飽和度が低 い、即 ち、空隙に 占める水の

体積の割合 が低い。)

(4) 物質が大きな粒子で構成 されてい る。(細 かな粒子 を含まない。)

一方、 船舶 は波浪に よ り動揺 し、 また、 機関や プ ロペ ラ、波浪 による衝 撃等 の起振

源 があ り、船体の振動 は程度の差 こそあれ避 けがたい ものである。 よって、航海 中

の貨物には必ず何 らかの繰 り返 し荷重が作用す る と言える。そのため、固体 ばら積

み貨物が航海 中に液状化す る恐れがある場合 は、 そ うした貨物 を船舶に積載 しない

ことが重要であ り、具体的には、貨物の船積み水分値を制限する措置が とられ る。

ある貨物が液状化物質か否か を判定す る一つ の方法は、IMOフ ローテブル法また

は貫入法 (c.f. A.4.7.5) により流動水分値 (Flow Moisture Point) を計測す ることであ

る。流動水分値 が問題な く計測で きる貨物は、基本的には液状化物質であると判定

できる。 しか し、流動水分値 が計測できないこ とは、液状化物質でないこ とを保証

す るものではない (c.f. 2.4.4, 3.3.1)。 そのため、 「通常の排水状態において、液状

化が発生す るだけの水分を保持す ることができない物質は、航海 中に液状化す る恐

れが無い」 との考 えに基づき、 「液状化が発生す るだけの水分を保持す ることがで

きない」ことを確認す るための試験法 として、液状化物質判別試験法を開発 した。

この試験法では、排水 に関す る条件 を規定す るため、試料 を一度飽和状態 に して、

所定の条件下で排水を行 い、排水後 の飽和度 によ り試料が 「液状化が発生す るだ け

の水分 を保持す ること」ができるか否かを評価 す る。試料 が 「通常の排水状態」に

おいて どれだけの水を含む こ とができるかは、試料 の透水性に依存 し、試料 の透水

性は試料の締 固め条件 によ り異なるため、締 固めの方法 も規定 した。試験条件の設

定及 び判定用クライテ リアの設定のため、各種 の試料 を用いて試験を実施 し、その
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結果 、開発 した試験に より、液状化物質を識別 できることを確認 した。試験の概要

は以下の通 り。

(1) 試 料 の 固体部分 の密度 を計測 す る。

(2) 試 料 を乾燥 す る。

(3) 内径146mmの 容器 に、落 下 部質 量350g、 落 下高 さ20cmの ランマー を

用い て、一 層 当た りの 落下 回数 をそ れ ぞれ42, 42, 43, 43, 43回 と して 、5

層 に分 けて試料 を挿入 ・締 固め る。

(4) 試 料 の入 った容 器 内部 の 空気 の抜 き、 水 を入 れ る こ とに よ り、試料 を飽

和状態 にす る。

(5) 余分 な試料 を除去 し、 体積1,700cm3 (高 さ約10cm) の供試 体 を形成 す

る。

(6) モール ド底 部 に設 け られ た直径3.1mmの 孔 か ら30分 間排水 させ 、供試

体の重 量及 び水 分値 を計 測 し、排水 後 の飽 和度 を求 める。

(7) 排 水後 の飽 和度 が70%未 満 で あれ ば、 その試 料 は液 状化 物質 では無 い と

判 定す る。

さらに、粒径分布 に基づ く液状化物質の判定方法について実験的に研究 し、鉱津

等の石炭以外の物質にっいては、最大粒径 を9.5mmと した試料の有効径D10が0.1

cmを 超 えれ ば、また、石炭については、最大粒径 を19mmと した試料の有効径D10

が0.2cmを 超 えれば、液状化物質 ではない と判定す る方法を提案 した。

液 状化物質 を運送す る際には、船積みに先立 って運送許容水分値 を決定す る とと

もに、船積み毎に、貨物の水分値 を計測する必要がある。また、 自本では運送許容

水分値 の決定及び船積み水分値の計測 は第三者機 関が実施す ることが義務付 けられ

てい る。そのため、あ る貨物が液 状化物質 と判定 されれ ば、その貨物の運送 には よ

り多 くのコス トを要す る。 よって、液状化物質の範囲、即ち規則の適用範囲は、適

切に決定す る必要があ り、本研究は安全且つ円滑なば ら積み貨物の運送に資す ると

言える。
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5.3 ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法の開発

ニ ッケル鉱は露天堀 りされた天然の土であ り、大きな塊 をも含む粘 土状物 質で あ

る。 この物 質は、水分値が高 くな ると剪断強度が低下 し、船舶 で運送 した場合 に荷

崩れ を起 こす こ とがある。実 際に、ニ ッケル鉱 を運送 している際に、荷崩れ が原因

と考 えられ る事故 が発 生 し、行方不明者が発 生 している。ニ ッケル鉱のば ら積み運

送 中の事故 を防止す るには、その荷崩れ危険性 を評価す ることが必要であ り、荷役

現場 で用いることのできる簡便な試験法が求め られていた。

貨物 の荷崩れの危 険性を評価す るには、基本 的には、試料の水分値を変化 させ て、

三軸圧縮試験または一面剪断試験によ り剪 断強度を計測 し、得 られた剪断強度を用

いて、地盤工学における斜 面の安定性解析 に倣 って荷崩れ危険性 に関す る数値解析

を実施すれば、荷崩れが危険 となる試料の水分値を求めることができる (c.f. 4.3)。

しか し、 この方法 では、試料 の筋分 けによる水 分値の変化 を補正す る必要があるこ

と及び実施 に時間がかか りす ぎる ことか ら、ニ ッケル鉱 の運送実務に供す るには不

十分であることが分かった (c.f. 4.3.6)。そのため、家屋を建設する際の地耐力調査

等で用い られ る円錐貫入試験 を基礎 とす る 「ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験法」

を開発 した。

試験においては、試料の最大粒径 を19mmに 調製 し、モール ド内に試料 を挿入 し

突固めによる締 固めによ り供試体 を形成 し、円錐貫入試験を実施す る。モール ドの

寸法及び締固め方法は、関係す るJIS規 格 を参照 しつつ決定 した。試験回数は、同一

の試料 (2水 分値) について30回 の円錐貫入試験 を繰 り返 し実施することにより、

三回の試験 を実施 した際の最低値を 「代表 円錐貫入力」 とすることに した。

荷崩れ危険性 の判定のためのクライテ リアを決定するため、5種 類の試料の水分値

を変 えて一 面剪 断試験 を行 い、得 られた剪断強度 を用いて荷崩れ の数値解析 を実施

す ることに より、一面剪断試験用試料 (最大粒径6.7mm) の水分値のクライテ リア

(水分値 の一次 クライテ リア) を求めた。水分値 の一次クライテ リアは、乾燥状態

にお ける試料の通過重量百分率 と、粒径6.7mm～19mmの 粒子が含み得 る水分値

(計測結果) に基づ き、円獺 入試験用試料 (最大粒径19mm) の水分値 に換算 し

た。 さらに、最大粒径19mmの 試料を用いて、水分値 を変化 させて、所定の手順で

試料をモール ドに挿入 し、締 固めた うえで、円錐貫入試験を実施す ることを、各水

分値 について3回 繰 り返 し、水分値 と代表 円錐貫入力の関係 を求めた。 そ して、各

試料 につい て、換算 した水分値の クライテ リアに対応す る代表 円錐貫入力 を求め、
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試料 によらない代表 円錐貫入力のクライテ リアとして300Nを 提案 した。

以上をま とめると、ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試験 は、以下の三つのステ ップ

で構成 され る。

(1) 試 料 か ら19mm以 上 の粒 子 を 取 り除 く。

(2) 所定の締 固め手順 に基 づき、試料 を試験容器 に挿 入す る。

(3) 容器 内の試料 に 円錐 を下 向きに貫入 させ 、そ の際の反力 の最大 値 を

計測す る。

(2) と (3) の ス テ ップ を 三 回 繰 り返 し、 そ の最 小 値 が300N未 満 で あ れ ば 、 そ の

ニ ッケル鉱 は荷崩れ の危険性 がある と判 定できる。 この試験 法に よ り、荷崩 れ危

険性 のあ るニ ッケル鉱 を荷役現場 (貯鉱場) において判別す る ことが可能 となっ

た。即 ち、本試 験法の開発 は、安全運送 に資す るもの と考 える。

さらに、船の選定、貨物の性状 の評価、荷役 の際 の注意事項 (雨 の際の中断、

バージ上へ の海水 の打 ち込みの防止)、 荷繰 り、 ウェザールーテ ィングの利用を含

む操船上 の注意、荷崩れが発生 した際の対処 (ト ップサイ ドタンクへのカ ウンター

バ ラス トの積 載 の危 険性) 等 につ い て ま とめ た (c.f. 4.5)。 これ らの 注意 事 項 も、

ニ ッケル鉱 の安全運送に資す るもの と考 える。
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5.4 まとめ及び今後の課題

本研究では、 まず、固体 ば ら積み貨物の安全運送 に関す る諸要素 を総括 し、特に

貨物 に関す る情報提供 に着 目して、二つの問題点 を指摘 した。液状化 については、

ある貨物 が液状化物質か否かを判定す る方法が確立 されていない とい う問題 である。

これにつ いては 「液状化物質判別法」を開発 し、液状化物質の運送に関す る規則の

的確 な適用 を可能 に した。 一方、ニ ッケル鉱 は液状化物質ではないが、水分値が高

くな ると荷崩れの危険性 があ り、実際に事故が発生 してい る。 この貨物については

適切 な荷崩れ危険性の評価 法が無いこ とが問題で あったため、 「ニ ッケル鉱荷崩れ

危険性評価試験法」 を開発 した。即ち、固体ば ら積 み貨物の移動 に起 因す る事故を

防止するために、特に重要 と考 えられ る二つの技術的な問題点を解決 した。

開発 した試験法の位置付けを明らかにし、固体ばら積みに関する情報提供に資す

るため、石炭や穀類を除く固体ばら積み貨物の荷崩れ及び液状化に係る性状の基本

的な評価の流れを図5.1に 示す。図において、 ゴシック体の斜体で示 したのが、本研

究の成果である。

本研究では、二つの試験法 を開発 し、荷崩れ及 び液状化 に係 る貨物の情報 を従来

以上に詳細 に把握す ることを可能 にしたが、今後は、以下の課題 が残 されてい る。

(1) 液状化物質判別法 の試験実績 の集積 と、 さらに多 くの物質 に関す る評価

結果に基づく試験法の有効性の確認

(2) ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価法の適用例 と同試験法を適用 した貨物の輸

送実績 (荷崩れの有無、船舶の動揺の状況) の集積及び同試験法の有効

性の確認

特 に、ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価試 験法 にお ける判断のクライテ リアは、過度の

安全余裕 を見込まないこ とに配慮 して設定 ・提案 したが、荷崩れの危険性評価 にお

ける大きな粒子の取 り扱いに関す る問題 を残 してお り、今後 さらに安全余裕 を減 ら

す余地が無 い とは言い切れないため、試験並びに運送実績の集積 と、 これに基づ く

クライテ リアの見直 しが有効 と考え られる。

ばら積み船の安全運航は重要な課題であり、貨物に起因する事故も今後さらに低

減す る必要 がある。本研 究が固体 ばら積み貨物 の安全運送の一助 となることを願 っ

てや まな い。
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図5.1 固体ばら積み貨物の荷崩れ及び液状化に係る性状の基本的評価の流れ
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